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1.5 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等  

【要求事項】  

１  再処理事業者において，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注

水機能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその

他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合

において使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料を冷却し，放射線を

遮蔽し，及び臨界を防止するために必要な手順等が適切に整備

されているか，又は整備される方針が適切に示されていること。 

２  再処理事業者において，使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の

漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異

常に低下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料

の著しい損傷の進行を緩和し，及び臨界を防止するために必要

な手順等が適切に整備されているか，又は整備される方針が適

切に示されていること。  

 

【解釈】  

１  第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機

能が喪失し，又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の

要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合」とは，

再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈

（平成２５年１１月２７日原管研発第  1311275 号原子力規制

委員会決定）第２８条第１項第３号⑤  a)及び  b)で定義する想

定事故１及び想定事故２において想定する使用済燃料貯蔵槽

の水位の低下をいう。  

２  第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料を冷却
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し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために必要な手順等」

とは，以下に掲げる措置又はこれと同等以上の効果を有する措

置を行うための手順等をいう。  

ａ）想定事故１及び想定事故２が発生した場合において，代

替注水設備により，使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料を冷

却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止するために必要な

手順等を整備すること。  

３  第２項に規定する使用済燃料貯蔵槽内の「使用済燃料の著し

い損傷の進行を緩和し，及び臨界を防止するために必要な手順

等」とは，以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有

する措置を行うための手順等をいう。  

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位が維持できない場合において，ス

プレイ設備により，燃料損傷を緩和し，臨界を防止するため

に必要な手順等を整備すること。  

ｂ）燃料損傷時に，できる限り環境への放射性物質の放出を低

減するための手順等を整備すること。  

４  第１項及び第２項の手順等として，使用済燃料貯蔵槽の監視

は，以下によること。  

ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位，水温及び上部の空間線量率につ

いて，燃料貯蔵設備に係る重大事故等により変動する可能性

のある範囲にわたり測定できること。  

ｂ）使用済燃料貯蔵槽の計測設備が，交流又は直流電源が必要

な場合には，代替電源設備からの給電を可能とすること。  
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使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の受入れ

施設の使用済燃料受入れ設備の燃料仮置きピット並びに使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯蔵施設の使用

済燃料貯蔵設備の燃料貯蔵プール及び燃料送出しピット（以下

「燃料貯蔵プール等」という。）の冷却機能若しくは注水機能が

喪失した場合又は燃料貯蔵プール等からの水の漏えいその他の

要因により燃料貯蔵プール等の水位が低下した場合において，燃

料貯蔵プール等内の使用済燃料を冷却し，放射線を遮蔽し，及び

臨界を防止するための対処設備を整備する。  

 燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合において，使

用済燃料の著しい損傷を緩和し，臨界を防止し，及び放射性物質

若しくは放射線の大気中への著しい放出による影響を緩和する

ための対処設備を整備する。  

 ここでは，これらの対処設備を活用した手順等について説明す

る。  
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1.5.1 概要  

1.5.1.1 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための措置  

1.5.1.1.1 燃料貯蔵プール等への注水を実施するための手順  

  燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能が喪失した

場合，又は燃料貯蔵プール等の小規模漏えいが発生した場合に

は，貯水槽を水源として可搬型中型移送ポンプにより燃料貯蔵

プール等へ注水するための手順に着手する。  

燃料貯蔵プール等への注水は， 49 名体制にて事象発生後 21

時間 30 分以内に実施する。  

 

1.5.1.2 燃料貯蔵プール等へのスプレイを実施するための手順  

  燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいその他の要因

により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合には，貯

水槽を水源として大型移送ポンプ車により燃料貯蔵プール等

へスプレイするための手順に着手する。  

燃料貯蔵プール等へのスプレイは， 28 名体制にて事象発生

後 11 時間 10 分以内に実施する。  

 

1.5.1.3 重大事故時において燃料貯蔵プール等を監視するため

の手順  

  燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能が喪失した

場合，燃料貯蔵プール等の小規模漏えいが発生した場合，又は

燃料貯蔵プール等からの大規模な水の 漏えいその他の要因に

より燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合において，

燃料貯蔵プール等の水位，水温並びに燃料貯蔵プール等上部の
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空間線量率について，変動する可能性のある範囲にわたり測定

し，及び燃料貯蔵プール等の状態を監視するための手順に着手

する。  

燃料貯蔵プール等の監視は，  16 名体制にて事象発生後 22

時間 20 分以内に実施する。  

1.5.1.2 自主対策設備  

   重大事故等の対処を確実に実施するためフォルトツリー

解析等により機能喪失の原因分析を行った上で対策の抽出

を行った結果，燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失が発生

した場合の自主対策設備及び手順等を以下の通り整備する。 

1.5.1.2.1 共通電源車を用いた冷却機能等の回復  

(１ ) 設備  

  電源系以外に故障等がなかった場合に，共通電源車を配置し

安全冷却水系，プール水冷却系及び補給水設備への給電を実施

することで燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能を回復

する。本対応で使用する設備は、以下のとおり。  

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常用母線  

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 460Ｖ非常用母線  

・共通電源車  

・可搬型電源ケーブル  

・可搬型燃料供給ホース  

・第１非常用ディーゼル発電機の重油タンク  

 

(２ ) 手順  

  共通電源車による給電の手順は以下のとおり。  
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電源系以外に故障等がなかった場合に共通電源車を配置し

安全冷却水系，プール水冷却系及び補給水設備への給電を実施

するための手順に着手する。  

  本手順では，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常用

母線への共通電源車の接続，共通電源車による使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋への給電等を 10 名体制にて約２時間 30 分以内に

実施する。  

 

1.5.1.2.2 補給水設備による燃料貯蔵プール等への注水  

(１ ) 設備  

プール水冷却系若しくは安全冷却水系の多重故障により冷

却機能が喪失した場合で補給水設備が運転可能な場合，補給水

設備により燃料貯蔵プール等へ注水する。本対応で使用する設

備は、以下のとおり。  

・補給水設備の補給水槽  

・補給水設備の補給水設備ポンプ  

・補給水設備の配管・弁  

 

(２ ) 手順  

補給水設備による注水の手順は以下のとおり。  

プール水冷却系若しくは安全冷却水系の多重故障により冷

却機能が喪失した場合で補給水設備が運転可能な場合に補給

水設備により燃料貯蔵プール等へ注水するための手順に着手

する。  

補給水設備による注水は，２名体制にて 20 分以内に実施す
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る。  

 

1.5.1.2.3 給水処理設備による燃料貯蔵プール等への注水  

(１ ) 設備  

補給水設備の多重故障により補給機能が喪失した場合で給

水処理設備が運転可能な場合，給水処理設備により燃料貯蔵プ

ール等へ注水する。  

本対応で使用する設備は、以下のとおり。  

・給水処理設備の純水貯槽  

・給水処理設備の純水ポンプ  

・給水処理設備の配管・弁  

・燃料取出し準備設備の配管・弁  

 

(２ ) 手順  

給水処理設備による注水の手順は以下のとおり。  

補給水設備の多重故障により注水機能が喪失した場合で給

水処理設備が運転可能な場合に給水処理設備により燃料貯蔵

プール等へ注水するための手順に着手する。  

給水処理設備による注水は，２名体制にて事象発生後 40 分

以内に実施する。  

 

1.5.1.2.4 消火設備による注水  

(１ ) 設備  

補給水設備の多重故障により注水機能が喪失した場合で消

火設備が使用可能な場合，消火設備により燃料貯蔵プール等へ
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注水する。本対応で使用する設備は、以下のとおり。  

・消火設備の屋内消火栓  

・消火設備の消防用ホース  

 

(２ ) 手順  

消火設備による注水の手順は以下のとおり。  

補給水設備の多重故障により注水機能が喪失した場合で消

火設備が使用可能な場合に消火設備により燃料貯蔵プール等

へ注水するための手順に着手する。消火設備による注水は，２

名体制にて事象発生後 60 分以内に実施する。  

 

1.5.1.2.5 資機材による漏えい緩和   

(１ ) 設備  

燃料貯蔵プール等から漏えいしている場合，漏えい箇所へ鋼

板設置を実施して漏えい箇所を閉塞させることにより，プール

水の漏えいを緩和する。本対応で使用する設備は、以下のとお

り。  

・その他設備（資機材）のステンレス鋼板  

・その他設備（資機材）のシール材  

・その他設備（資機材）の吊り降ろしロープ  

 

(２ ) 手順  

  資機材による漏えい緩和の手順は以下のとおり。  

燃料貯蔵プール等から水が漏えいしている場合において，漏

えい箇所への鋼板設置を実施し，漏えい箇所を閉塞させること
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により，プール水の漏えいを緩和する手順に着手する。  

  資機材による漏えい緩和は，４名体制にて漏えい箇所確認後

２時間以内に実施する。  
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1.5.2 対応手段と設備の選定  

 (１ )  対応手段と設備の選定の考え方  

   燃料貯蔵プール等の冷却機能を有する設計基準対象施設

として，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料

の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備のプール水浄化・冷却設備

のプール水冷却系（以下「プール水冷却系」という。）及び

その他再処理設備の附属施設の冷却水設備の安全冷却水系

（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）（以下「安全冷

却水系（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用）」という。）

を設置している。  

   また，燃料貯蔵プール等の注水機能を有する設備として，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の使用済燃料の貯蔵

施設の使用済燃料貯蔵設備の補給水設備（以下「補給水設備」

という。）を設置している。  

   これらの冷却機能若しくは注水機能が故障等により喪失

した場合，又は燃料貯蔵プール等に接続する配管の破損等に

よる燃料貯蔵プール等の小規模な水の漏えいにより水位が

低下した場合は，その機能を代替するために各設計基準対象

施設が有する機能，相互関係を明確にした（以下「機能喪失

原因対策分析」という。）上で，想定する故障に対応できる

手段及び重大事故等対処設備を選定する（第 1.5－１図）。  

   燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能の喪失時，

又は燃料貯蔵プール等の小規模な水の漏えい発生時におい

て，重大事故等対処設備への悪影響を防止するための対応手

段及び重大事故等対処設備を選定する。  
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   燃料貯蔵プール等から大量の水が漏えいし，燃料貯蔵プー

ル等の水位が維持できない場合を想定し，燃料貯蔵プール等

へのスプレイにより，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の著

しい損傷の進行を緩和するための対応手段及び重大事故等

対処設備を選定する。なお，使用済燃料は燃料貯蔵プール等

内の燃料貯蔵ラック等に貯蔵することにより，未臨界は維持

される。  

   燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能喪失時，燃

料貯蔵プール等のプール水の小規模な漏えい又は燃料貯蔵

プール等からの大量の水の漏えい発生時において，燃料貯蔵

プール等の水位，水温及び上部の空間線量率について変動す

る可能性のある範囲にわたり測定するための対応手段及び

重大事故等対処設備を選定する。  

   重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うため

の手段として自主対策設備 ※ １ を選定する。  

  ※１  自主対策設備：技術基準上の全ての要求事項を満たす

ことや全てのプラント状況において使

用することは困難であるが，プラント状

況によっては，事故対応に有効な設備  

   選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準

（以下「審査基準」という。）だけでなく，事業指定基準規

則第三十八条及び技術基準規則第三十二条（以下「基準規則」

という。）の要求事項を満足する設備が網羅されていること

を確認するとともに，自主対策設備との関係を明確にする。 
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 (２ ) 対応手段と設備の選定の結果  

   機能喪失原因対策分析の結果，火山の影響又は地震による

全交流電源喪失を伴うプール水冷却系並びに安全冷却水系

の冷却機能の喪失及び補給水設備の注水機能の喪失した場

合，動的機器の多重故障によるプール水冷却系又は安全冷却

水系の冷却機能の喪失若しくは補給水設備等の注水機能の

喪失した場合，地震による燃料貯蔵プール等に接続する配管

の破断等による小規模な漏えいにより水位が低下した場合，

又は燃料貯蔵プール等から大量の水が漏えいし，燃料貯蔵プ

ール等の水位が維持できない場合を想定する。プール水冷却

系，安全冷却水系，補給水設備を構成する設備のうち，冷却

塔，ポンプなどの動的な機器及び動的機器を起動させるため

に必要な電気設備など多岐の設備故障に対応でき，かつ複数

の設備故障が発生した場合においても対処が可能となるよ

うに重大事故対処設備を選定する。  

   安全機能を有する施設に要求される機能の喪失原因から

選定した対応手段及び審査基準，基準規則からの要求により

選定した対応手段と，その対応に使用する重大事故等対処設

備及び自主対策設備を以下に示す。  

   なお，機能喪失を想定する設計基準対象設備，対応に使用

する重大事故等対処設備及び自主対策設備と整備する手順

についての関係を第 1.5－１表に整理する。  

さらに，監視計器類の仕様を第 1.5－２表に整理する。  
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ａ．燃料貯蔵プール等の冷却機能，注水機能喪失時，又は燃料

貯蔵プール等の小規模漏えい発生時の対応手段及び設備  

(ａ ) 燃料貯蔵プール等への注水  

 プール水冷却系及び安全冷却水系の冷却機能及び補給水

設備の注水機能の喪失，プール水冷却系又は安全冷却水系の

冷却機能の喪失又は補給水設備等の注水機能の喪失，スロッ

シングによるプール水の溢水，配管からの漏えいによる燃料

貯蔵プール等の小規模漏えいが発生した場合においても，燃

料貯蔵プール等内の使用済燃料を冷却し，放射線を遮蔽し，

及び臨界を防止するための手段がある。  

   重大事故等対処設備を用いた燃料貯蔵プール等への注水

で使用する設備は以下のとおり。（第 1.5－３表）  

・代替補給水設備（注水）の可搬型建屋内ホース  

  ・代替補給水設備（注水）の可搬型中型移送ポンプ  

・代替補給水設備（注水）の可搬型建屋外ホース  

・代替補給水設備（注水）の中型移送ポンプ運搬車  

・代替補給水設備（注水）のホース展張車  

・代替補給水設備（注水）の運搬車  

  ・代替補給水設備（注水）の軽油貯蔵タンク  

  ・代替補給水設備（注水）の軽油用タンクローリ  

 

 (ｂ ) 共通電源車を用いた冷却機能等の回復  

外部電源が喪失し，かつ第 1 非常用ディーゼル発電機の多

重故障により，燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の

喪失が発生した場合においても，共通電源車を用いた冷却機
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能及び注水機能の回復により，燃料貯蔵プール等内の使用済

燃料を冷却する手段がある。  

   共通電源車による冷却機能及び注水機能の回復に使用す

る設備は以下のとおり。（第 1.5－３表）  

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常用母線  

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 460Ｖ非常用母線  

・共通電源車  

・可搬型電源ケーブル  

・可搬型燃料供給ホース  

・第１非常用ディーゼル発電機の重油タンク  

 

 (ｃ ) 補給水設備による注水  

プール水冷却系又は安全冷却水系のポンプの故障により，

冷却機能が喪失した場合においても，補給水設備から燃料貯

蔵プール等へ注水することにより，燃料貯蔵プール等内の使

用済燃料を冷却するための手段がある。  

   補給水設備による燃料貯蔵プール等への注水で使用する

設備は以下のとおり。（第 1.5－３表）  

・補給水設備の補給水槽  

・補給水設備の補給水設備ポンプ  

・補給水設備の配管・弁  

 

 (ｄ ) 給水処理設備による注水  

補給水設備のポンプが多重故障し，注水機能が喪失した場

合においても，給水処理設備から燃料貯蔵プール等へ純水を
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注水により，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料を冷却するた

めの手段がある。  

   給水処理設備による燃料貯蔵プール等への注水で使用す

る設備は以下のとおり。（第 1.5－３表）  

・給水処理設備の純水貯槽  

・給水処理設備の純水ポンプ  

・給水処理設備の配管・弁  

・燃料取出し準備設備の配管・弁  

 

 (ｅ ) 消火設備による注水  

補給水設備の故障により，注水機能が喪失した場合におい

ても，消火設備から燃料貯蔵プール等へ注水により，燃料貯

蔵プール等内の使用済燃料を冷却するための手段がある。  

   消火設備による燃料貯蔵プール等への注水で使用する設

備は以下のとおり。（第 1.5－３表）  

・消火設備の屋内消火栓  

・消火設備の消防用ホース  

 

(ｆ ) 漏えい抑制  

   燃料貯蔵プール等に接続するプール水冷却系の配管の破

損により燃料貯蔵プール等の水の小規模な漏えいが発生し

た場合において，サイフォン  ブレーカ設置位置まで水位が

低下した時点で，自動的にサイフォン効果の継続を防止する

ことで漏えいを停止する手段がある。  

漏えい抑制で使用する設備は以下のとおり。（第 1.5－３表） 

17



 

 

   ・サイフォン  ブレーカ  

また，スロッシング効果により燃料貯蔵プール等から漏え

いするプール水の漏えいを抑制する手段がある。  

漏えい抑制で使用する設備は以下のとおり。（第 1.5－３表） 

   ・止水板又は蓋  

 

 (ｇ ) 重大事故等対処設備と自主対策設備  

燃料貯蔵プール等への注水に使用する設備のうち，代替補

給水設備の貯水槽及び軽油貯蔵タンクを重大事故等対処設

備として設置する。  

燃料貯蔵プール等への注水に使用する設備のうち，代替補

給水設備の可搬型中型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可

搬型建屋内ホース，可搬型中型移送ポンプ運搬車，ホース展

張車，運搬車及び軽油用タンクローリを重大事故等対処設備

として配備する。  

漏えい抑制で使用する設備として，サイフォン  ブレーカ

を重大事故等対処設備として設置する。また，止水板又は蓋

を重大事故等対処設備として位置づける。  

これらの機能喪失原因対策分析の結果により，選定した設

備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が全て網羅さ

れている。  

以上の重大事故等対処設備により，燃料貯蔵プール等内の

使用済燃料を冷却し，放射線を遮蔽し，及び臨界を防止する

ことができる。  

また，以下の設備は自主対策設備として位置づける。  
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   共通電源車を用いた冷却機能及び注水機能の回復に使用

する以下の設備は，地震起因重大事故時機能維持設計として

おらず，地震により機能喪失する恐れがあることから，重大

事故等対処設備とは位置づけないが，プラント状況によって

は事故対応に有効な設備であるため，自主対策設備として位

置付ける。具体的には，外部電源が喪失し，かつ，第１非常

用ディーゼル発電機の多重故障が発生し，その他機器が健全

であることが明らかな場合には対応手段として選択すること

ができる。  

・ 6.9ｋＶ非常用母線  

・ 460Ｖ非常用母線  

・共通電源車  

・可搬型電源ケーブル  

・可搬型燃料供給ホース  

・第１非常用ディーゼル発電機の重油タンク  

 

補給水設備から燃料貯蔵プール等への注水に使用する以

下の設備は，地震起因重大事故時機能維持設計としておらず，

地震により機能喪失する恐れがあることから，重大事故等対

処設備とは位置づけないが，プラント状況によっては事故対

応に有効な設備であるため，自主対策設備として位置付ける。 

具体的には，プール水冷却系又は安全冷却水系のポンプの

故障により，冷却機能が喪失し，補給水設備が健全であるこ

とが明らかな場合には対応手段として選択することができ

る。  
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・補給水設備の補給水槽  

・補給水設備の補給水設備ポンプ  

・補給水設備の配管・弁  

給水処理設備から燃料貯蔵プール等へ注水に使用する設

備に使用する以下の設備は，地震起因重大事故時機能維持設

計としておらず，地震により機能喪失する恐れがあることか

ら，重大事故等対処設備とは位置づけないが，プラント状況

によっては事故対応に有効な設備であるため，自主対策設備

として位置付ける。具体的には，補給水設備のポンプが多重

故障し，その他機器が健全であることが明らかな場合には対

応手段として選択することができる。  

・給水処理設備の純水貯槽  

・給水処理設備の純水ポンプ  

・給水処理設備の配管・弁  

・使用済燃料受入れ設備の燃料取出し準備設備の配管・

弁  

 

消火設備から燃料貯蔵プール等へ注水に使用する設備に

使用する以下の設備は，地震起因重大事故時機能維持設計と

しておらず，地震により機能喪失する恐れがあることから，

重大事故等対処設備とは位置づけないが，プラント状況によ

っては事故対応に有効な設備であるため，自主対策設備とし

て位置付ける。具体的には，補給水設備のポンプが多重故障

し，その他機器が健全であることが明らかな場合には対応手

段として選択することができる。  
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・消火設備の消火用水貯槽  

・消火設備のディーゼル駆動消火ポンプ  

・消火設備の屋内消火栓  

・消火設備の消防用ホース  

 

 ｂ．燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えい発生時の対応手

段及び設備  

 (ａ ) 燃料貯蔵プール等へのスプレイに使用する設備  

   燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えい発生時に，燃

料貯蔵プール等へのスプレイにより，使用済燃料の損傷を緩

和し，臨界を防止し，放射性物質又は放射線の敷地外への著

しい放出による影響を緩和するための手段がある。  

   重大事故等対処設備を用いた燃料貯蔵プール等へのスプ

レイで使用する設備は以下のとおり。（第 1.5－３表）  

  ・代替補給水設備（スプレイ）の大型移送ポンプ車  

・代替補給水設備（スプレイ）の可搬型建屋外ホース  

・代替補給水設備（スプレイ）の可搬型建屋内ホース  

  ・代替補給水設備（スプレイ）の可搬型スプレイ  ヘッダ  

  ・代替補給水設備（スプレイ）のホース展張車  

・代替補給水設備（スプレイ）の運搬車  

・代替補給水設備（スプレイ）の軽油貯蔵タンク  

・代替補給水設備（スプレイ）の軽油用タンクローリ  

 

 (ｂ ) 資機材による漏えい緩和  

   燃料貯蔵プール等から水が漏えいしている場合において，
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漏えい箇所への鋼板設置を実施し，漏えい箇所を閉塞させる

ことにより，プール水の漏えいを緩和する手段がある。  

その他設備を用いた漏えい緩和で使用する設備は以下の

とおり。（第 1.5－３表）  

   ・その他設備（資機材）のステンレス鋼板  

   ・その他設備（資機材）のシール材  

   ・その他設備（資機材）の吊り降ろしロープ  

 

 (ｃ ) 重大事故等対処設備と自主対策設備  

燃料貯蔵プール等へのスプレイに使用する設備のうち，代

替補給水設備の貯水槽及び軽油貯蔵タンクを重大事故等対

処設備として設置する。  

燃料貯蔵プール等へのスプレイに使用する設備のうち，代

替補給水設備の大型移送ポンプ，可搬型建屋外ホース，可搬

型建屋内ホース，可搬型スプレイ  ヘッダ，ホース展張車，

運搬車及び軽油用タンクローリを重大事故等対処設備とし

て配備する。  

以上の重大事故等対処設備により，燃料貯蔵プール等の冷

却機能又は注水機能の喪失が発生した場合に，使用済燃料の

損傷を防止することができる。  

   資機材による漏えい緩和に使用する以下の設備は，地震起

因重大事故時機能維持設計としておらず，地震により機能喪

失する恐れがあることから，重大事故等対処設備とは位置づ

けないが，プラント状況によっては事故対応に有効な設備で

あるため，自主対策設備として位置付ける。具体的には，漏
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えい箇所が特定されている場合には対応手段として選択する

ことができる。  

・その他設備（資機材）のステンレス鋼板  

   ・その他設備（資機材）のシール材  

   ・その他設備（資機材）の吊り降ろしロープ   

 

 ｃ．電源，補給水及び監視  

 (ａ ) 電源，補給水及び監視  

  ⅰ．電源  

上記「ａ．（ｂ）共通電源車を用いた冷却機能等の回復」

により安全冷却水系及びプール水冷却系のポンプ等に電源

を供給する手段がある。  

共通電源車を用いた電源供給に使用する設備は以下のと

おり。  

なお，「補給水設備による注水」，「給水処理設備による注

水」，「消火設備による注水」の対応は，交流動力電源が健全

な場合に実施することから，特別な電源の確保は不要で，設

計基準設備の電気設備を使用する。  

また，燃料貯蔵プール等を監視する場合，可搬型発電機に

より燃料貯蔵プール等の監視設備へ給電する手段がある。  

可搬型発電機を用いた監視設備への電源供給に使用する

設備は以下のとおり。  

(ⅰ )共通電源車を用いた冷却機能等の回復  

「ａ．(ｂ )共通電源車を用いた冷却機能等の回復」に記載

のとおり。  
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(ⅱ )可搬型発電機を用いた監視設備への給電  

・使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機  

 

 ⅱ．補給水  

上記「ａ．(ａ ) 燃料貯蔵プール等への注水」及び「ｂ．(ａ ) 

燃料貯蔵プール等へのスプレイに使用する設備」により燃料

貯蔵プール等への注水又はスプレイを実施する際には，冷却

等に使用する水を供給する手段がある。水の供給に使用する

設備は以下のとおり。  

なお，「補給水設備による注水」，「給水処理設備による注

水」，「消火設備による注水」の対応の際は，設計基準設備の

給水処理設備等を使用する。  

・第１貯水槽  

 

 ⅲ．監視  

（ⅰ）燃料貯蔵プール等の監視に必要な設備  

燃料貯蔵プール等の水位，水温及び燃料貯蔵プールの空間

線量率の監視並びに燃料貯蔵プール等の状態を監視するた

めの手段がある。監視に使用する設備は以下のとおり。  

なお，「補給水設備による注水」，「給水処理設備による注

水」，「消火設備による注水」の対応の際は，設計基準設備の

計測制御設備及び放射線監視設備を使用する。  

・可搬型水位計（超音波式）  

    ・可搬型水位計（メジャー）  

    ・可搬型水温計  
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    ・可搬型燃料貯蔵プール水位計  

    ・可搬型燃料貯蔵プール温度計  

    ・可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ  

    ・可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）  

    ・可搬型空冷ユニット  

    ・可搬型空冷ユニット用空気圧縮機  

・可搬型代替注水設備流量計  

・可搬型スプレイ設備流量計  

    ・ガンマ線用サーベイ  メータ  

    ・可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計  

・運搬車  

・ホイール  ローダ  

 

（ⅱ）監視設備の保護に使用する設備  

 燃料貯蔵プール等周辺の環境が悪化した場合に，監視

設備を保護するための手段がある。監視設備の保護で使

用する設備は以下のとおり。  

    ・可搬型空冷ユニット  

    ・可搬型空冷ユニット用ホース  

    ・可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷却ケース  

    ・可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却ケース  

    ・可搬型空冷ユニット用空気圧縮機  

・運搬車  

・ホイール  ローダ  
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(ｂ ) 重大事故等対処設備と自主対策設備  

共通電源車を用いた冷却機能等の回復に使用する電源に

ついては，上記「ａ．(ｂ )共通電源車を用いた冷却機能の回

復」に記載のとおり自主対策設備として位置づける。  

燃料貯蔵プール等の監視に用いる設備に使用する電源に

ついては，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機を重大事故等対処設備として配備する。  

補給水の供給に使用する設備のうち，第１貯水槽及び第２

貯水槽を重大事故等対処設備として設置する。  

燃料貯蔵プール等の監視に用いる設備については，可搬型

燃料貯蔵プール水位計，可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬

型燃料貯蔵プール状態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール水

位計（広域），可搬型空冷ユニット，可搬型空冷ユニット用

ホース，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷却ケース，

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却ケース，可搬型空

冷ユニット用空気圧縮機，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率

計並びに運搬車は重大事故等対処設備として配備する。  

これらの選定した重大事故等対処設備は，審査基準及び基

準規則に要求される設備が全て網羅されている。  

以上の重大事故等対処設備により，燃料貯蔵プール等の水

位，水温及び上部の空間線量率について，変動する可能性の

ある範囲にわたり測定することができる。  
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 ｄ．手順等  

   上記「ａ．燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能

喪失時，又は燃料貯蔵プール等の小規模漏えい発生時の対応

手段及び設備」及び「ｂ．燃料貯蔵プール等からの大量の水

の漏えい発生時の対応手段及び設備」により選定した対応手

段に係る手順を整備する。  

   これらの手順は，重大事故時における実施組織要員による

一連の対応として「重大事故等発生時対応手順書」に定める

（第 1.5－１表）。  

   また，重大事故等時に監視が必要となる計器についても整

備する（第 1.5－２表）。  
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1.5.3 重大事故等時の手順  

1.5.3.1 燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能喪失時，

又は燃料貯蔵プール等の小規模漏えい発生時の対応手

順  

 

 (１ )  燃料貯蔵プール等への注水  

   燃料貯蔵プール等の冷却機能及び注水機能の喪失時，燃料

貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能喪失時，又は燃料

貯蔵プール等の小規模漏えいが発生した場合においても，第

1 貯水槽を水源として可搬型中型移送ポンプにより燃料貯

蔵プール等へ注水することで，燃料貯蔵プール等の水位を回

復・維持する。  

 (ａ ) 手順着手の判断基準  

  以下のいずれかの状況に至った場合。  

  ・降灰予報が発表され，降灰による全交流電源喪失のおそれ

が確認された場合。  

・プール水冷却系若しくは安全冷却水系の冷却機能の喪失又

は補給水設備等の注水機能が喪失した場合。冷却機能又は

注水機能の復旧が見込めない場合。  

  ・燃料貯蔵プール等からのプール水の小規模な漏えいの発生

又はプール水温が上昇し，補給水設備等からの注水が見込

めない場合。（第 1.5－４表）  

 (ｂ )  操作手順  

   可搬型中型移送ポンプによる注水の概要は以下のとおり。

各手順の成功は，燃料貯蔵プール等の水位が回復・維持され
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ていることを確認する。手順の対応フローを第 1.5－２図，

概要図を第 1.5－３図，タイムチャートを第 1.5－４図，使

用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の配置を第 1.5－ 21～ 22 図に示

す。  

①  実施責任者は，降灰予報が発表された場合，プール水

冷却系若しくは安全冷却水系の冷却機能の喪失又は補

給水設備等の注水機能の喪失した場合には，実施組織

要員に現場環境確認の実施を指示する。  

②  実施組織要員は，現場環境確認を実施し，確認結果を

実施責任者に報告する。  

③  実施責任者は，現場環境確認結果に基づき対処を行う

アクセスルート等を判断する。  

④  実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき実施組織

要員に重大事故等対処設備の代替補給水設備を用いた

燃料貯蔵プール等への注水のための準備を指示する。  

⑤  実施組織要員は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に水を

供給するために，可搬型中型移送ポンプ運搬車により

可搬型中型移送ポンプを貯水槽近傍へ設置し，可搬型

建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプを接続し，貯

水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へ水を供給する

ための経路を構築する。なお，降灰により可搬型中型

移送ポンプが機能喪失するおそれがある場合には，実

施組織要員は，可搬型中型移送ポンプを保管庫内に設

置し，可搬型建屋外ホース及び可搬型中型移送ポンプ

を接続し，貯水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へ
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水を供給するための経路を構築する。  

⑥  実施組織要員は，運搬車により可搬型建屋内ホースを

運搬し，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内に可搬型建屋

内ホースを敷設し，可搬型建屋外ホースと接続し，貯

水槽から燃料貯蔵プール等に注水するための系統を構

築する。  

⑦  実施責任者は，燃料貯蔵プール等の水位低下を確認し

た場合は，実施組織要員に注水を指示する。  

⑧  実施組織要員は，可搬型中型移送ポンプにより，燃料

貯蔵プール等の通常水位である燃料貯蔵プール底面か

ら 11.50ｍを目安に注水し，目標水位到達後は可搬型中

型移送ポンプを停止する。なお，目標水位 11.50ｍ到達

前に水位の上昇が停止した場合は，可搬型中型移送ポ

ンプを停止する。目標水位到達後は，可搬型中型移送

ポンプの間欠運転又は流量調整により水位を維持する。 

⑧可搬型中型移送ポンプによる燃料貯蔵プール等への注  

水により，燃料貯蔵プール等の水位が維持されている

ことを確認するとともに，実施責任者へ報告する。  

⑨実施責任者は，燃料貯蔵プール等の水位が通常水位程

度であることを確認することにより，燃料貯蔵プール

等への注水によるプール水位が回復・維持されている

ことを判断する。冷却機能が維持されていることを判

断するために必要な監視項目は，プール水位である。  

⑩実施責任者は，可搬型中型移送ポンプ等の単一故障を

確認した場合，実施組織要員に故障時バックアップとの
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交換等故障箇所の復旧を指示する。  

⑪実施組織要員は，故障時バックアップとの交換が必要

な場合，屋外保管場所から故障時バックアップを運搬し，

故障箇所の交換を行う。交換が不要な場合は，資機材等

により故障箇所の復旧を行う。  

⑫実施組織要員は，故障箇所の復旧完了後，漏えい確認等

の設備の状態を確認し，実施責任者に報告する。  

⑬実施責任者は，実施組織要員からの報告等を元に，故障

が復旧したことを判断する。  

 (ｃ ) 操作の成立性   

   燃料貯蔵プール等への注水による操作は，実施組織要員

49 名にて作業を実施した場合，対策の制限時間（沸騰開始）

36 時間に対し，事象発生から可搬型中型移送ポンプによる

燃料貯蔵プール等への注水開始まで 21 時間 30 分以内で可能

である。  

対処においては，溢水，化学物質の漏えい，火災による作

業環境の悪化及び，プール水温の上昇による作業環境温度の

よる影響に対して，必要な防護具の着用により対処すること

を考慮する。  

また，円滑に作業できるよう移動経路を確保し，放射線防

護具，照明及び通信連絡設備を整備する。代替補給水設備と

して使用する可搬型中型移送ポンプからのホースの接続は

汎用の結合金具であり，十分な作業スペースを確保している

ことから，容易に実施可能である。  

車両の作業用照明，ヘッドライトを用いることで，暗闇に
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おける作業性についても確保している。  

本対応では，アクセスルート上に線量が高くなる箇所は想

定していないが，実施組織要員は個人線量計の携行により，

想定外の被ばくを検知することができる。  

以上より，実施組織要員の作業時における被ばく線量を 1

作業当たり 10mSv（ 6.7mSv/h）を目安に管理することができ

るため，実施組織要員の被ばく線量は，緊急作業に係る線量

限度を超えないよう管理できる。  

また，実施組織要員の作業場所への移動及び作業において

は，作業場所の線量率を把握すること等により，実施組織要

員の被ばく線量を可能な限り低減できる。  

 

 (２ ) 共通電源車を用いた冷却機能等の回復  

 外部電源が喪失し，かつ，第 1 非常用ディーゼル発電機の

多重故障により，安全冷却水系及びプール水冷却系の冷却機

能並びに補給水設備の注水機能が喪失した場合においても，

共通電源車を用いた冷却機能及び注水機能の回復により，使

用済燃料の冷却を行う。  

 (ａ )  手順着手の判断基準  

   外部電源が喪失し，第１非常用ディーゼル発電機を運転で

きない場合。（第 1.5－４表）  

 (ｂ ) 操作手順  

   共通電源車による冷却機能等の回復の概要は以下のとお

り。各手順の成功は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の母線電

圧が約 6,600V であること，母線電圧低警報が回復すること
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により確認する。手順の対応フローを第 1.5－５図，単線結

線図を第 1.5－６図，タイムチャートを第 1.5－７図，給電

元と給電対象の関係を第 1.5－５表に示す。  

①  実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき実施組織

要員に共通電源車を用いた冷却機能及び注水機能の回

復ための準備を指示する。  

②  実施組織要員は，共通電源車を使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋近傍へ移動する。  

   ③実施組織要員は，燃料ポンプユニット，給油ホース等を

敷設し給油ラインへ接続する。  

   ④実施組織要員は，給電前準備として，各機器の停止措置

及び電源隔離を実施する。  

   ⑤実施組織要員は，電源ケーブルを建屋内へ敷設する。  

⑥実施責任者は，給電ケーブルの接続を指示する。  

   ⑦実施組織要員は，給電ケーブルを 6.9ｋＶ非常用母線へ

接続する。  

   ⑧実施組織要員は，給電前準備が完了したことを，実施責

任者へ報告する。  

⑨実施責任者は，電源車の起動を指示する。  

⑩実施組織要員は，電源車の起動操作を実施し，操作が完  

了したことを実施責任者へ報告する。  

   ⑪実施組織要員は，各機器の電源投入操作及び起動操作を

実施する。  

⑫実施組織要員は，冷却機能及び注水機能が回復したこと

を確認し，実施責任者へ報告する。  
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⑬実施責任者は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の母線電圧

が共通電源車の発電機と同じ約 6,600Ｖであること，母

線電圧低の警報が回復していることを確認することによ

り，共通電源車からの給電が成功していることを判断す

る。  

 (ｃ )  操作の成立性   

   上記の操作は，実施組織要員 10 名にて作業を実施した場

合，事象発生から共通電源車による給電開始まで約２時間

40 分以内で可能である。  

 

 (３ )  補給水設備による注水  

   プール水冷却系若しくは安全冷却水系の多重故障により

冷却機能が喪失した場合においても，補給水設備による注水

により燃料貯蔵プール等へ注水することで，使用済燃料の冷

却を行う。  

(ａ ) 手順着手の判断基準  

   プール水冷却系又は安全冷却水系の多重故障により冷却

機能の喪失を確認し，補給水槽及び補給水設備ポンプが使用

可能な場合。（第 1.5－４表）  

(ｂ ) 操作手順   

   補給水設備による注水の概要は以下のとおり。各手順の成

功は，燃料貯蔵プール等の水位が維持されていることを設計

基準設備の水位計により確認する。手順の対応フローを第

1.5－９図，概要図を第 1.5－ 10 図，タイムチャートを第 1.5

－ 11 に示す。  
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①  実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき実施組織

要員に補給水設備による注水を指示する。  

②  実施組織要員は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室

内の監視制御盤にて運転モード「自動」を確認する。  

   ③実施組織要員は，燃料貯蔵プール等の水位低下を確認し

たら，監視制御盤にて手動操作によりﾊﾞﾙﾌﾞ「開」操作

を実施し注水されることを確認する。  

   ④実施組織要員は，補給水設備による燃料貯蔵プール等へ

の注水により，燃料貯蔵プール等の水位が維持されてい

ることを確認するとともに，実施責任者へ報告する。  

⑤実施責任者は，水位が維持されていることを確認し，補

給水設備による注水が成功していることを判断する。  

 (ｃ )  操作の成立性  

   上記の操作は，実施組織要員２名にて作業を実施した場合，

作業開始の判断から補給水設備を使用した燃料貯蔵プール

等への注水開始まで 20 分以内で可能である。  

 

(４ ) 給水処理設備による注水  

   補給水設備の多重故障により補給機能が喪失した場合に

おいても，給水処理設備の純水貯槽を水源として，純水ポン

プにより燃料仮置きピットＢへ注水することで，使用済燃料

の冷却を行う。  

 (ａ ) 手順着手の判断基準  

   補給水設備の故障により注水機能の喪失を確認し，純水貯

槽，純水ポンプが使用可能な場合。（第 1.5－４表）  
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 (ｂ ) 操作手順  

   給水処理設備による注水の概要は以下のとおり。各手順の

成功は，燃料貯蔵プール等の水位が維持されていることを設

計基準設備の水位計により確認する。手順の対応フローを第

1.5－９図，概要図を第 1.5－ 12 図，タイムチャートを第 1.5

－ 13 図に示す。  

①  実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき実施組織

要員に給水処理設備による注水を指示する。  

②  実施組織要員は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の現

場操作盤にて運転モード「手動」を確認する。  

   ③実施組織要員は，燃料取出し準備設備の手動弁を「開」

操作し，燃料仮置きピットＢへ注水されることを確認す

る。  

   ④実施組織要員は，給水処理設備による燃料貯蔵プール等

への注水により，燃料貯蔵プール等の水位が維持されて

いることを確認した後，手動弁を「開」操作するととも

に，実施責任者へ報告する。  

⑤実施責任者は，燃料貯蔵プール等の水位が維持されて

いることを確認することにより，給水処理設備による

注水が成功していることを判断する。水位が維持され

ていることを判断するために必要な監視項目はプール

水位である。  

 (ｃ )  操作の成立性  

   上記の操作は，実施組織要員２名にて作業を実施した場合，

作業開始の判断から給水処理設備を使用した燃料貯蔵プー

36



 

 

ル等への注水開始まで 40 分以内で可能である。  

また，円滑に作業できるよう移動経路を確保し，放射線防

護具を整備する。  

 

(５ ) 消火設備による注水  

   補給水設備の多重故障により補給機能が喪失した場合に

おいて，消火用水貯槽を水源として燃料貯蔵プール等へ注水

することで，使用済燃料の冷却を行う。  

 (ａ )  着手の判断基準   

   補給水設備の故障による注水機能の喪失を確認した場合

及び消火活動に使用しない場合。（第 1.5－４表）  

 (ｂ )  操作手順  

   消火設備による注水の概要は以下のとおり。手順の対応フ

ローを第 1.5－９図，概要図を第 1.5－ 14 図，タイムチャー

トを第 1.5－ 15 図に示す。  

①  実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき実施組織

要員に消火設備による注水を指示する。  

②  実施組織要員は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の屋

内消火栓からホースを引き出し燃料貯蔵プール等に注

水するための系統を構築する。  

   ③実施責任者は，燃料貯蔵プール等の水位低下が確認され

た場合，注水の実施を判断する。  

   ④実施組織要員は，屋内消火栓のポンプ起動ボタンを押し

燃料貯蔵プール等に注水する。  

   ⑤実施組織要員は，燃料貯蔵プール等の通常水位である燃
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料貯蔵プール底面から 11.50ｍを目安に注水する。  

   ⑥実施組織要員は，屋内消火栓による燃料貯蔵プール等へ

の注水により，燃料貯蔵プール等の水位が維持されてい

ることを確認するとともに，実施責任者へ報告する。  

 

(ｃ )  操作の成立性  

   上記の操作は，実施組織要員２名にて作業を実施した場合，

作業開始の判断から消火設備を使用した燃料貯蔵プール等

への注水開始まで 60 分以内で可能である。  

また，円滑に作業できるよう移動経路を確保し，放射線防

護具を整備する。  

 

 (６ ) 重大事故等時の対応手段の選択  

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応

手段の選択フローチャートを第 1.5－ 16 図に示す。  

プール水冷却系，安全冷却水系，補給水設備，外部電源が

喪失し，かつ，第１非常用ディーゼル発電機の多重故障によ

り，燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失した場

合においても，代替補給水設備（注水）による注水の対応手

順に従い，燃料貯蔵プール等へ注水することにより，燃料貯

蔵プール等の水位の回復・維持し，冷却する。  

外部電源が喪失し，かつ，第１非常用ディーゼル発電機の

多重故障により，プール水冷却系，安全冷却水系の冷却機能

が喪失及び補給水設備の注水機能が喪失した場合において

も，共通電源車を用いた冷却機能等の回復の対応手順に従い，
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電源を復旧することにより，燃料貯蔵プール等の使用済燃料

を冷却する。  

プール水冷却系又は安全冷却水系の故障等により，冷却機

能が喪失した場合においても，補給水設備による注水の対応

手順に従い，燃料貯蔵プール等への注水を実施することによ

り，燃料貯蔵プール等の使用済燃料を冷却する。  

補給水設備の故障等により，注水機能が喪失した場合にお

いても，給水処理設備による注水の対応手順に従い，燃料貯

蔵プール等への注水を実施することにより，燃料貯蔵プール

等の使用済燃料を冷却する。  

補給水設備の故障等により，注水機能が喪失した場合にお

いても，消火設備による注水の対応手順に従い，燃料貯蔵プ

ール等への注水を実施することにより，燃料貯蔵プール等の

使用済燃料を冷却する。  
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1.5.3.2 燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えい発生時の対

応手順  

 (１ )  燃料貯蔵プール等へのスプレイ  

   燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいその他の要

因により燃料貯蔵プール等の水位が異常に低下した場合に

おいて，貯水槽を水源として代替補給水設備（スプレイ）に

よる燃料貯蔵プール等へのスプレイを実施することにより，

使用済燃料の冷却を行う。  

 (ａ )  着手の判断基準   

   可搬型中型移送ポンプによる燃料貯蔵プール等への注水

によっても水位低下が継続する場合又は初動対応において，

燃料貯蔵プール等の水位の低下量が 40ｍｍ／ 30 分以上低下

している場合。（第 1.5－４表）  

 (ｂ )  操作手順  

   代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイの概要は以下

のとおり。手順の成功は，可搬型スプレイ  ヘッダから，燃

料貯蔵プール等へスプレイされていることにより確認する。

手順の対応フローを第 1.5－２図，概要図を第 1.5－ 17 図，

タイムチャートを第 1.5－ 18 図，使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋内の配置を第 1.5－ 23～ 24 図に示す。  

①  実施責任者は，プール水の異常な漏えいが発生し，プ

ール水冷却系，安全冷却水系の冷却機能が喪失した場

合には，実施組織要員に現場環境確認の実施を指示す

る。  

②  実施組織要員は，現場環境確認を実施し，確認結果を
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実施責任者に報告する。  

③  実施責任者は，現場環境確認結果に基づき対処を行う

アクセスルート等を判断する。  

④  実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき実施組織

要員に代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイを

指示する。  

⑤  実施組織要員は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に水を

供給するために，大型移送ポンプ車を貯水槽近傍へ設

置し，可搬型建屋外ホース及び大型移送ポンプ車を接

続し，第 1 貯水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋へ

水を供給するための経路を構築する。なお，降灰によ

り大型移送ポンプが機能喪失するおそれがある場合に

は，実施組織要員は，大型移送ポンプ車を保管庫内に

設置し，可搬型建屋外ホース及び大型移送ポンプ車を

接続し，第 1 貯水槽から使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

へ水を供給するための経路を構築する。  

⑥  実施組織要員は，運搬車により可搬型建屋内ホース及

び可搬型スプレイ  ヘッダを運搬し，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋内に可搬型建屋内ホース及び可搬型スプ

レイ  ヘッダを敷設し，可搬型建屋外ホースと接続し，

貯水槽から燃料貯蔵プール等にスプレイするための系

統を構築する。なお，可搬型スプレイ  ヘッダは，止水

板又は蓋を回避するため，嵩上げ台を設置・固定し，

嵩上げ台上に可搬型スプレイ  ヘッダを設置し固定す

る。  

41



 

 

   ⑦実施組織要員は，大型移送ポンプ車により，貯水槽から

燃料貯蔵プール等にスプレイする。スプレイ流量は，可

搬型スプレイ設備流量計により確認する。  

   ⑧実施組織要員は，代替補給水設備（スプレイ）によるス

プレイにより，燃料貯蔵プール等の全面にスプレイされ

ていることを確認するとともに，実施責任者へ報告する。 

⑨実施責任者は，燃料貯蔵プール等の全面にスプレイさ

れていることを確認することにより，冷却されている

ことを判断する。冷却されていることを判断するため

に必要な監視項目はスプレイ流量である。  

⑩実施責任者は，大型移送ポンプ車の単一故障を確認し

た場合，実施組織要員に故障時バックアップとの交換

等故障箇所の復旧を指示する。  

⑪実施組織要員は，故障時バックアップとの交換が必要

な場合，屋外保管場所から故障時バックアップを運搬

し，故障箇所の交換を行う。交換が不要な場合は，資

機材等により故障箇所の復旧を行う。  

⑫実施組織要員は，故障箇所の復旧完了後，漏えい確認

等の設備の状態を確認し，実施責任者に報告する。  

⑬実施責任者は，実施組織要員からの報告等を元に，故

障が復旧したことを判断する。  

 (ｃ )  操作の成立性   

   上記の操作は，実施組織要員 28 名にて作業を実施した場

合，作業開始の判断から代替補給水設備（スプレイ）を使用

した燃料貯蔵プール等へのスプレイ開始まで 11 時間 10 分以
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内で可能である。  

対処においては，溢水，化学物質の漏えい及び火災による

作業環境の悪化に対して，必要な防護具の着用により対処す

ることを考慮する。  

また，円滑に作業できるよう移動経路を確保し，放射線防

護具，照明及び通信連絡設備を整備する。代替補給水設備（ス

プレイ）として使用する大型移送ポンプ車からのホースの接

続は汎用の結合金具であり，十分な作業スペースを確保して

いることから，容易に実施可能である。  

車両の作業用照明，ヘッドライトを用いることで，暗闇に

おける作業性についても確保している。  

本対応では，アクセスルート上の線量が高くなることが想

定されるが，実施組織要員は個人線量計の携行により，想定

外の被ばくを検知することができる。  

以上より，実施組織要員の作業時における被ばく線量が 1

作業当たり 10mSv（ 6.7mSv/h）を目安に管理することができ

るため，実施組織要員の被ばく線量は，緊急作業に係る線量

限度を超えないよう管理できる。  

また，実施組織要員の作業場所への移動及び作業において

は，作業場所の線量率を把握すること等により，実施組織要

員の被ばく線量を可能な限り低減できる。  

 

(２ ) 漏えい緩和  

   燃料貯蔵プール等から漏えいしている場合，漏えい箇所へ

の資機材による漏えい緩和の鋼板設置を実施し，漏えい箇所
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を閉塞させることにより，プール水の漏えいを緩和する手段

がある。  

 (ａ )  手順着手の判断基準  

   プール水の漏えいが継続している場合で，漏えい箇所の特

定及び燃料貯蔵プール等近傍へのアクセスが可能な場合。

（第 1.5－４表）  

 (ｂ )  操作手順  

   漏えい箇所への鋼板設置の概要は以下のとおり。タイムチ

ャートを第 1.5－ 15 図に示す。手順の対応フローを第

1.5－ 19 図，タイムチャートを第 1.5－ 20 図に示す。  

①  実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき実施組織

要員に資機材による漏えい緩和の鋼板設置を指示する。 

②  実施組織要員は，漏えい検知装置又は目視により，漏

えい箇所を確認する。  

   ③実施組織要員は，燃料貯蔵プール上部から，資機材（ス

テンレス鋼板，シール材，吊り降ろしロープ）を吊り降

ろし，漏えい箇所を塞ぎ，漏えいが緩和していることを

確認するとともに，実施責任者へ報告する。  

④実施責任者は，漏えい量の減少や水位低下が停止した

ことを確認し，漏えい緩和対策が成功したことを判断す

る。  

 (ｃ )  操作の成立性   

   上記の操作は，実施組織要員４名にて作業を実施した場合，

作業開始の判断からプール水の漏えい緩和措置完了まで２

時間以内で可能である。  
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円滑に作業できるよう移動経路を確保し，放射線防護具，

照明及び通信連絡設備を整備する。  
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1.5.3.3 重大事故時における燃料貯蔵プール等の監視のための

手順   

 (１ )  燃料貯蔵プール等の状況監視  

ａ．燃料貯蔵プール等の監視に使用する設備  

燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能が喪失し

た場合，燃料貯蔵プール等の小規模漏えいが発生した場合に

おいて，燃料貯蔵プール等の水位，水温並びに燃料貯蔵プー

ル等上部の空間線量率について，変動する可能性のある範囲

にわたり測定し，及び燃料貯蔵プール等の状態を監視する。 

   水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温度が上

昇した場合においても，水位，水温並びに線量率の測定及び

燃料貯蔵プール等の状態監視を継続できる。  

   また，可搬型燃料貯蔵プール水位計又は可搬型燃料貯蔵プ

ール水位計（広域）及び可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬

型燃料貯蔵プール状態監視カメラ，可搬型空冷ユニット及び

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計は，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設可搬型発電機より給電することにより，燃

料貯蔵プール等の監視を実施する。  

(ａ )  着手の判断基準  

  ・燃料貯蔵プールの水位，水温，空間線量の計測ができなく

なった場合。（第 1.5－４表）   

 (ｂ )  操作手順  

   重大事故時における燃料貯蔵プール等の監視の概要は以

下のとおり。手順の対応フローを第 1.5－２図，概要図を第

1.5－８図，タイムチャートを第 1.5－４図，使用済燃料受
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入れ・貯蔵建屋内の配置を第 1.5－ 25～ 28 図，給電元と給電

対象の関係を第 1.5－５表に示す。  

①  実施責任者は，手順着手の判断基準に基づき実施組織

要員に監視設備の設置を指示する。  

②  実施組織要員は，可搬型燃料貯蔵プール水位計又は可

搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）及び可搬型燃料貯

蔵プール温度計，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計，

可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ，可搬型空冷ユ

ニット及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬

型発電機設置までの間，可搬型水位計（超音波式）又

は可搬型水位計（メジャー），可搬型水温計及びガンマ

線用サーベイ  メータにて燃料貯蔵プール等の状態を

監視する。  

③  実施組織要員は，運搬車により可搬型燃料貯蔵プール

水位計，可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬型燃料貯

蔵プール空間線量率計，可搬型燃料貯蔵プール状態監

視カメラを屋外保管場所から使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋近傍へ運搬する。また，ホイールローダにより，

可搬型空冷ユニット及び使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設可搬型発電機を屋外保管場所から使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋近傍へ運搬し，設置する。なお，降

灰により使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型

発電機が機能喪失するおそれがある場合には，実施組

織要員は，フィルタ等を設置する。  
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④実施組織要員は，可搬型燃料貯蔵プール水位計又は可搬

型燃料貯蔵プール水位計（広域）及び，可搬型燃料貯蔵

プール温度計，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計，可

搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ，可搬型空冷ユニッ

ト及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発

電機を設置する。なお，燃料貯蔵プール等近傍に設置す

る可搬型燃料貯蔵プール水位計又は可搬型燃料貯蔵プ

ール水位計（広域）及び可搬型燃料貯蔵プール温度計は，

止水板又は蓋を取り外し後，設置する。  

   ⑤実施組織要員は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

可搬型発電機を起動し，燃料貯蔵プール等を継続監視す

る。  

 (ｃ )  操作の成立性  

   上記の操作は，実施組織要員 16 名にて作業を実施した場

合，作業開始の判断から監視設備の設置完了まで 22 時間 20

分以内で可能である。  

対処においては，溢水，化学物質の漏えい及び火災による

作業環境の悪化に対して，必要な防護具の着用により対処す

ることを考慮する。  

また，円滑に作業できるよう移動経路を確保し，放射線防

護具，照明及び通信連絡設備を整備する。  

ヘッドライトを用いることで，暗闇における作業性につい

ても確保している。  

本対応では，アクセスルート上の線量が高くなることが想

定されるが，実施組織要員は個人線量計の携行により，想定
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外の被ばくを検知することができる。  

以上より，実施組織要員の作業時における被ばく線量 1 作

業当たり 10mSv（ 6.7mSv/h）を目安に管理することができる

ため，実施組織要員の被ばく線量は，緊急作業に係る線量限

度を超えないよう管理できる。  

また，実施組織要員の作業場所への移動及び作業において

は，作業場所の線量率を把握すること等により，実施組織要

員の被ばく線量を可能な限り低減できる。  

 

 (２ )  監視設備の保護に使用する設備   

   水温上昇に伴い使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の温度が上

昇した場合においても，水位，水温並びに線量率の測定及び

燃料貯蔵プール等の状態監視を継続できるよう，可搬型空冷

ユニット，可搬型空冷ユニット用ホース，可搬型燃料貯蔵プ

ール状態監視カメラ用冷却ケース，可搬型燃料貯蔵プール空

間線量率計用冷却ケース及び可搬型空冷ユニット用空気圧

縮機にて，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計，可搬型燃料

貯蔵プール状態監視カメラに冷却空気により冷却し保護す

る。  

また，可搬型空冷ユニット及び可搬型空冷ユニット用空気

圧縮機は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機より給電することにより，可搬型燃料貯蔵プール状態監視

カメラ用冷却ケース，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用

冷却ケースへ冷却空気を供給し，可搬型燃料貯蔵プール空間

線量率計，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラを保護する。 
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(ａ )  着手の判断基準  

  ・監視設備の配備が完了次第実施。（第 1.5－４表）  

  (ｂ )  操作手順  

     燃料貯蔵プール等の監視の概要は以下のとおり。手順

の対応フローを第 1.5－２図，概要図を第 1.5－８図，

タイムチャートを第 1.5－４図，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋内の配置を第 1.5－ 29～ 30 図，給電元と給電対象

の関係を第 1.5－５表に示す。  

①  施組織要員は，可搬型空冷ユニット，可搬型空冷ユニ

ット用ホース，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ

用冷却ケース，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用

冷却ケース及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮機を配

備するまでの間，可搬型水位計（超音波式）又は可搬

型水位計（メジャー），可搬型水温計及びガンマ線用サ

ーベイ  メータにて燃料貯蔵プール等の状態を監視す

る。  

   ②実施組織要員は，可搬型空冷ユニット，可搬型空冷ユニ

ット用ホース，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用

冷却ケース，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却

ケース及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮機を運搬す

る。  

③実施組織要員は，可搬型空冷ユニット，可搬型空冷ユニ

ット用ホース，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用

冷却ケース，可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却

ケース及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮機を設置する。 
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   ④実施組織要員は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

可搬型発電機及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮機，空

冷ユニット内冷凍機を起動し，可搬型燃料貯蔵プール空

間線量率計，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラへ冷

却空気を供給し，重大事故時における燃料貯蔵プール等

の継続監視を実施する。  

 (ｃ ) 操作の成立性   

   上記の操作は，実施組織要員 16 名にて作業を実施した場

合，作業開始の判断から監視設備の保護に使用する設備の設

置完了まで 29 時間 50 分以内で可能である。  

対処においては，溢水，化学物質の漏えい及び火災による

作業環境の悪化に対して，必要な防護具の着用により対処す

ることを考慮する。  

また，円滑に作業できるよう移動経路を確保し，放射線防

護具，照明及び通信連絡設備を整備する。  

ヘッドライトを用いることで，暗闇における作業性につい

ても確保している。  

本対応では，アクセスルート上の線量が高くなることが想

定されるが，実施組織要員は個人線量計の携行により，想定

外の被ばくを検知することができる。  

以上より，実施組織要員の作業時における被ばく線量が 1

作業当たり 10mSv（ 6.7mSv/h）を目安に管理することができ

るため，実施組織要員の被ばく線量は，緊急作業に係る線量

限度を超えないよう管理できる。  

また，実施組織要員の作業場所への移動及び作業において
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は，作業場所の線量率を把握すること等により，実施組織要

員の被ばく線量を可能な限り低減できる。  
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1.5.3.4 その他の手順項目について考慮する手順  

   燃料貯蔵プール等への注水等で使用する水を貯水槽へ供

給する手順については，「 1.8 重大事故等への対処に必要と

なる水の供給手順等」にて整備する。  

監視設備で使用する可搬型発電機の接続等の手順につい

ては，「 1.9 電源の確保に関する手順等」にて整備する。  
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第 1.5－１表 機能喪失を想定する設計基準対処設備と整備す

る対応手段，対処設備，手順書一覧（１／３） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定 す る 設

備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

使

用

済

燃

料

貯

蔵

槽

の

冷

却

等

の

た

め

の

対

応

手

段 

・ 外 部 電 源  

・ 第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ

ル 発 電 機  

・ プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン

プ 及 び 配 管  

・ 安 全 冷 却 水 系 冷 却 水

循 環 ポ ン プ 及 び 配 管  

・ 補 給 水 設 備 ポ ン プ 及

び 配 管  

・ 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

及 び 配 管  

・ 非 常 用 所 内 電 源 系 統  

・ 計 測 制 御 設 備  

可

搬

型

中

型

移

送

ポ

ン

プ

に

よ

る

注

水 

ⅰ ． 代 替 補 給 水 設 備 （ 注 水 ） 

 ・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

 ・ 第 1 貯 水 槽  

 ・ 可 搬 型 中 型 移 送 ポ ン プ  

 ・ 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス  

 ・ 中 型 移 送 ポ ン プ 運 搬 車  

 ・ ホ ー ス 展 張 車  

 ・ 運 搬 車  

 ・ 軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

 ・ 軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 
・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び 貯

蔵 施 設 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応 手

順 書  

・ 共 通 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応 手

順 書  

漏

え

い

抑

制 

・ サ イ フ ォ ン  ブ レ ー カ  

・ 止 水 板 又 は 蓋  
－  

・ 外 部 電 源  

・ 第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ

ル 発 電 機  

共

通

電

源

車

を

用

い

た

冷

却

機

能

等

の

回

復 

・使 用 済 燃 料 受 入 れ・貯 蔵 建

屋 の 6.9ｋ Ｖ 非 常 用 母 線  

・使 用 済 燃 料 受 入 れ・貯 蔵 建

屋 の 460Ｖ 非 常 用 母 線  

・ 共 通 電 源 車  

・第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電

機 の 重 油 タ ン ク  

・ 可 搬 型 電 源 ケ ー ブ ル  

・ 可 搬 型 燃 料 供 給 ホ ー ス  

 

自

主

対

策

設

備 

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び 貯

蔵 施 設 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応 手

順 書  
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第 1.5－１表 機能喪失を想定する設計基準対処設備と整備す

る対応手段，対処設備，手順書一覧（２／３） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定 す る 設

備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

使

用

済

燃

料

貯

蔵

槽

の

冷

却

等

の

た

め

の

対

応

手

段 

・ プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン

プ 及 び 配 管  

・ 安 全 冷 却 水 系 冷 却 水

循 環 ポ ン プ 及 び 配 管  

・ 安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔

及 び 配 管  

補

給

水

設

備

に

よ

る

注

水 

補 給 水 設 備  

・ 補 給 水 槽  

・ 補 給 水 設 備 ポ ン プ  

・ 配 管 ・ 弁  

自

主

対

策

設

備 

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び 貯

蔵 施 設 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応 手

順 書  

・ 補 給 水 槽  

・ 補 給 水 設 備 ポ ン プ 及

び 配 管  

給

水

処

理

設

備

に

よ

る

注

水 

ⅰ ． 給 水 処 理 設 備  

・ 純 水 貯 槽  

・ 純 水 ポ ン プ  

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び 貯

蔵 施 設 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応 手

順 書  ⅱ ． 燃 料 取 出 し 準 備 設 備  

・ 配 管 ・ 弁  

消

火

設

備

に

よ

る

注

水 

・ 屋 内 消 火 栓  

・ 消 防 用 ホ ー ス  

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び 貯

蔵 施 設 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応 手

順 書  

・ 燃 料 貯 蔵 プ ー ル  

・ 燃 料 取 出 し ピ ッ ト  

・ 燃 料 仮 置 き ピ ッ ト  

・ 燃 料 送 出 し ピ ッ ト  

・ ﾁｬ ﾝ ﾈ ﾙ ﾎ ﾞ ｯ ｸ ｽ・ ﾊ ﾞ ｰ ﾅ ﾌ ﾞ

ﾙ  ﾎ ﾟ ｲ ｽ ﾞ ﾝ取 扱 ピ ッ ト  

・ 燃 料 移 送 水 路  

大

型

移

送

ポ

ン

プ

車

に

よ

る

ス

プ

レ

イ 

代 替 補 給 水 設 備 （ ス プ レ イ ） 

 ・ 可 搬 型 建 屋 内 ホ ー ス  

 ・ 可 搬 型 ス プ レ イ  ヘ ッ ダ  

 ・ 貯 水 槽  

 ・ 大 型 移 送 ポ ン プ 車  

 ・ 可 搬 型 建 屋 外 ホ ー ス  

 ・ ホ ー ス 展 張 車  

 ・ 運 搬 車  

・ 軽 油 貯 蔵 タ ン ク  

 ・ 軽 油 用 タ ン ク ロ ー リ  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び 貯

蔵 施 設 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応 手

順 書  

・ 共 通 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応 手

順 書  

資

機

材

に

よ

る

漏

え

い

緩

和 

・ ス テ ン レ ス 鋼 板  

・ シ ー ル 材  

・ 吊 り 降 ろ し ロ ー プ  

自

主

対

策

設

備 

・ 使 用 済 燃 料 受

入 れ 施 設 及 び 貯

蔵 施 設 重 大 事 故

等 発 生 時 対 応 手

順 書  
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第 1.5－１表 機能喪失を想定する設計基準対処設備と整備す

る対応手段，対処設備，手順書一覧（３／３） 

分 類  
機 能 喪 失 を 想 定 す る 設

備  

対 応

手 段  
対 処 設 備  手 順 書  

使

用

済

燃

料

貯

蔵

槽

の

冷

却

等

の

た

め

の

対

応

手

段 

・ 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位  

・ 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度  

・ ガ ン マ 線 エ リ ア モ ニ

タ  

監

視

設

備

に

よ

る

監

視 

ⅰ ．燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 等

の 機 能 喪 失 の 対 処 に 必 要 な

計 装 設 備  

・ 可 搬 型 水 位 計 （ 超 音 波 式 ）  

・ 可 搬 型 水 位 計 （ メ ジ ャ ー ）  

・ 可 搬 型 水 温 計  

・可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計  

・可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度 計  

・可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 状 態 監

視 カ メ ラ  

・可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計

（ 広 域 ）  

・ 可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  

・可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト 用 空 気 圧

縮 機  

・ 可 搬 型 代 替 注 水 設 備 流 量 計  

・ 可 搬 型 ス プ レ イ 設 備 流 量 計  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 使 用 済 燃

料 受 入 れ 施

設 及 び 貯 蔵

施 設 重 大 事

故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

ⅱ ．燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 等

の 機 能 喪 失 の 対 処 に 必 要 な

放 射 線 計 測 設 備  

 ・ ガ ン マ 線 用 サ ー ベ イ  メ ー

タ  

 ・可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 空 間

線 量 率 計  

ⅲ ． 電 源 設 備  

・使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及

び 貯 蔵 施 設 可 搬 型 発 電 機  

ⅳ  重 大 事 故 等 の 対 処 に 必 要

と な る 水 の 供 給 設 備  

 ・ 運 搬 車  

・ 共 通 重 大

事 故 等 発 生

時 対 応 手 順

書  
ⅴ  重 大 事 故 等 対 処 設 備  

 ・ ホ イ ー ル ロ ー ダ  

－  

監

視

設

備

の

保

護 

ⅰ ．燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 等

の 機 能 喪 失 の 対 処 に 必 要 な

計 装 設 備  

・ 可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  

・可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト 用 ホ ー ス  

・可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 状 態 監

視 カ メ ラ 用 冷 却 ケ ー ス  

・可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 空 間 線

量 率 計 用 冷 却 ケ ー ス  

・可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト 用 空 気 圧

縮 機  

重

大

事

故

等

対

処

設

備 

・ 使 用 済 燃

料 受 入 れ 施

設 及 び 貯 蔵

施 設 重 大 事

故 等 発 生 時

対 応 手 順 書  

ⅱ ．重 大 事 故 等 の 対 処 に 必 要 と

な る 水 の 供 給 設 備  

 ・ 運 搬 車  

・ 共 通 重 大

事 故 等 発 生

時 対 応 手 順

書  ⅲ  重 大 事 故 等 対 処 設 備  

 ・ ホ イ ー ル ロ ー ダ  
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第 1.5－２表 計装設備の主要設備の仕様（１／２） 

対 応 手 段  
重 大 事 故 等 の 対 応 に  

必 要 と な る 監 視 項 目  
監 視 パ ラ メ ー タ （ 計 器 ）  

1. 5 . 2 . 1 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 機 能 若 し く は 注 水 機 能 喪 失 時 ，又 は 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 小 規

模 漏 え い 発 生 時 の 対 応 手 順  

 ( １ )  燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 へ の 注 水  

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ 施 設

及 び 貯 蔵 施 設 重 大 事 故 等

発 生 時 対 応 手 順 書  

判

断

基

準 

プ ー ル 水 冷 却 系 の 機 能 喪

失  

安 全 冷 却 水 系 の 機 能 喪 失  

補 給 水 設 備 の 機 能 喪 失  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位  

可 搬 型 水 位 計 （ 超 音 波 式 ）  

可 搬 型 水 位 計 （ メ ジ ャ ー ）  

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計  

 

操

作 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 水 位 、温

度  

可 搬 型 水 位 計 （ 超 音 波 式 ）  

可 搬 型 水 位 計 （ メ ジ ャ ー ）  

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計  

可 搬 型 水 温 計  

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度 計  

注 水 流 量  可 搬 型 代 替 注 水 設 備 流 量 計  

1. 5 . 2 . 1 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 機 能 若 し く は 注 水 機 能 喪 失 時 ，又 は 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 小 規

模 漏 え い 発 生 時 の 対 応 手 順  

 ( ２ )  共 通 電 源 車 を 用 い た 冷 却 機 能 等 の 回 復  

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ 施 設

及 び 貯 蔵 施 設 重 大 事 故 等

発 生 時 対 応 手 順 書  

判

断

基

準 
非 常 用 母 線 の 母 線 電 圧  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度  

Ｍ ／ Ｃ 母 線 電 圧 計  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度 計  

操

作 

冷 却 機 能 及 び 注 水 機 能 の

流 量  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 水 循 環 ポ ン プ

出 口 流 量 計  

プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン プ 出 口 流 量

計  

補 給 水 設 備 ポ ン プ 出 口 流 量 計  

1. 5 . 2 . 1 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 機 能 若 し く は 注 水 機 能 喪 失 時 ，又 は 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 小 規

模 漏 え い 発 生 時 の 対 応 手 順  

 ( ３ )  補 給 水 設 備 に よ る 注 水  

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ 施 設

及 び 貯 蔵 施 設 重 大 事 故 等

発 生 時 対 応 手 順 書  

判

断

基

準 

プ ー ル 水 冷 却 系 の 機 能 喪

失  

プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン プ  

プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン プ 出 口 流 量

計  

安 全 冷 却 水 系 の 機 能 喪 失  安 全 冷 却 水 系 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  

安 全 冷 却 水 系 膨 張 槽 水 位 計  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 水 循 環 ポ ン プ

出 口 流 量 計  

操

作 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 へ の 注

水  

補 給 水 設 備 ポ ン プ 出 口 流 量 計  

補 給 水 設 備 ポ ン プ 出 口 圧 力 計  

補 給 水 槽 水 位 計  
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第 1.5－２表 計装設備の主要設備の仕様（２／２）  

対 応 手 段  
重 大 事 故 等 の 対 応 に  

必 要 と な る 監 視 項 目  
監 視 パ ラ メ ー タ （ 計 器 ）  

1. 5 . 2 . 1 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 機 能 若 し く は 注 水 機 能 喪 失 時 ，又 は 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 小 規

模 漏 え い 発 生 時 の 対 応 手 順  

 ( ４ )  給 水 処 理 設 備 に よ る 注 水  

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ 施 設

及 び 貯 蔵 施 設 重 大 事 故 等

発 生 時 対 応 手 順 書  

判

断

基

準 

補 給 水 設 備 の 機 能 喪 失  補 給 水 槽 水 位 計  

補 給 水 設 備 ポ ン プ 故 障  

 

操

作 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 へ の 注

水  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度 計  

純 水 貯 槽 水 位 計  

1. 5 . 2 . 1 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 機 能 若 し く は 注 水 機 能 喪 失 時 、又 は 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 小 規

模 漏 え い 発 生 時 の 対 応 手 順  

 ( ５ )  消 火 設 備 に よ る 注 水  

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ 施 設

及 び 貯 蔵 施 設 重 大 事 故 等

発 生 時 対 応 手 順 書  
判

断

基

準 

補 給 水 設 備 の 機 能 喪 失  補 給 水 槽 水 位 計  

補 給 水 設 備 ポ ン プ 故 障  

プ ー ル 水 冷 却 系 の 機 能 喪

失  

プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン プ  

プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン プ 出 口 流 量

計  

安 全 冷 却 水 系 の 機 能 喪 失  安 全 冷 却 水 系 冷 却 水 循 環 ポ ン プ  

安 全 冷 却 水 系 膨 張 槽 水 位 計  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 水 循 環 ポ ン プ

出 口 流 量 計  

操

作 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 へ の 注

水  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度 計  

1. 5 . 2 . 2 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 か ら の 大 量 の 水 の 漏 え い 発 生 時 の 対 応 手 順  

 ( １ )  大 型 移 送 ポ ン プ 車 に よ る ス プ レ イ  

・ 使 用 済 燃 料 受 入 れ 施 設

及 び 貯 蔵 施 設 重 大 事 故 等

発 生 時 対 応 手 順 書  

判

断

基

準 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度  

 

可 搬 型 水 位 計 （ 超 音 波 式 ）  

可 搬 型 水 位 計 （ メ ジ ャ ー ）  

可 搬 型 水 温 計  

 

操

作 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 水 位  可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計（ 広

域 ）  

ス プ レ イ 流 量  可 搬 型 ス プ レ イ 設 備 流 量 計  
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第1．5－３表 使用済燃料貯蔵槽の冷却等の対処において使用する設備

重大事故等対処設備 自主対策設備 自主対策設備 自主対策設備 自主対策設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 自主対策設備

可搬型中型移送ポンプ ○ × × × × × × × × ×
可搬型建屋外ホース[流路] ○ × × × × × × × × ×
可搬型建屋内ホース[流路] ○ × × × × × × × × ×
中型移送ポンプ運搬車 ○ × × × × × × × × ×
ホース展張車 ○ × × × × × × × × ×
運搬車 ○ × × × × × × × ○ ○
軽油貯蔵タンク ○ × × × × × × × ○ ×
軽油用タンク ローリ ○ × × × × × × × ○ ×
大型移送ポンプ車 × × × × × × ○ × × ×
可搬型建屋外ホース[流路] × × × × × × ○ × × ×
可搬型建屋内ホース[流路] × × × × × × ○ × × ×
可搬型スプレイ ヘッダ × × × × × × ○ × × ×
ホース展張車 × × × × × × ○ × × ×
運搬車 × × × × × × ○ × ○ ○
軽油貯蔵タンク × × × × × × ○ × ○ ×
軽油用タンク ローリ × × × × × × ○ × ○ ×
補給水槽 × ○ ○ × × × × × × ×
補給水設備ポンプ × ○ ○ × × × × × × ×
配管・弁［流路］ × ○ ○ × × × × × × ×
純水貯槽 × × × ○ × × × × × ×
純水ポンプ × × × ○ × × × × × ×
給水処理設備配管・弁［流路］ × × × ○ × × × × × ×
燃料取出し準備設備配管・弁［流路］ × × × ○ × × × × × ×
消火用水貯槽 × × × × ○ × × × × ×
ディーゼル駆動消火ポンプ × × × × ○ × × × × ×
屋内消火栓 × × × × ○ × × × × ×
消防用ホース[流路] × × × × ○ × × × × ×
プール水冷却系ポンプ × ○ × × × × × × × ×
プール水冷却系熱交換器 × ○ × × × × × × × ×
配管・弁［流路］ × ○ × × × × × × × ×
安全冷却水系循環ポンプ × ○ × × × × × × × ×
配管・弁［流路］ × ○ × × × × × × × ×
安全冷却水系冷却塔 × ○ × × × × × × × ×

代替プール水冷却系 サイフォン ブレーカ × × × × × ○ × × × ×
燃料受入れ設備 燃料仮置きラック × × × × × × × ○ × ×

燃料貯蔵ラック × × × × × × × ○ × ×
バスケット仮置き架台（実入り用） × × × × × × × ○ × ×
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の6.9kV非常
用母線

× ○ × × × × × × × ×

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の460V非常
用母線

× ○ × × × × × × × ×

第１非常用ディーゼル発電機の重油タンク
× ○ × × × × × × × ×

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可
搬型発電機

× × × × × × × × ○ ×

共通電源車 × ○ × × × × × × × ×

可搬型電源ケーブル × ○ × × × × × × × ×

可搬型燃料供給ホース × ○ × × × × × × × ×

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計 × × × × × × × × ○ ×
ガンマ線用サーベイ メータ × × × × × × × × ○ ×
ステンレス鋼版 × × × × × × × × × ○
シール材 × × × × × × × × × ○
吊り降ろしロープ × × × × × × × × × ○

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための措置

燃料貯蔵設備

漏えい抑制
燃料貯蔵プール等へ

のスプレイ
燃料貯蔵プール等の

臨界防止
燃料貯蔵プール等の

放射線監視
漏えい緩和

燃料貯蔵プール等へ
の注水

共通電源車を用いた
冷却機能及び注水機

能の復旧

補給水設備による注
水

給水処理設備による
注水

消火設備による注水

代替補給水設備（注水）

代替補給水設備（スプレイ）

その他設備（資機材）

使用済燃料受入れ・貯蔵建
屋
使用済燃料貯蔵槽の冷却
等

補給水設備

設備

設備名称 構成する機器

機器グループ

給水処理設備

火災防護設備

プール水冷却系

冷却水設備

代替放射線監視設備

代替電源設備

電気設備
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第1．5－４表 各対策での判断基準

判断基準 計測範囲 判断基準 計測範囲

代替補給水設備
（注水）による注水

燃料貯蔵プール水位低警報又は温度高警報が発生した場合
降灰予報が発表された場合。

以下の①～⑧のいずれかにより冷却機能又は注水機能が喪失した場合
①外部電源喪失かつ第１非常用ディーゼル発電機の全台故障
②プール水冷却系ポンプの全台故障
③安全冷却水系冷却水循環ポンプの全台故障
④補給水設備ポンプの全台故障
⑤安全冷却水系冷却塔の全台故障
⑥非常用所内電源系統の全系列故障
⑦計測制御設備の全系列故障
⑧その他外的要因による静的機器の複数系列損傷及び上記①～⑦の複数同
時発生の場合

準備完了後、直ちに実施する。 －
通常水位である燃料貯蔵
プール底面より11.5m程度
まで水位が到達した場合

現場確認結果を踏まえてアクセ
ス及び敷設可能なルートを選
択する。

－ －

漏えい抑制 サイフォン ブレーカにより漏えいが抑制されるため、着手すべき手順なし － － － － － －

共通電源車を用
いた冷却機能及
び注水機能並び
に監視機能の回
復

以下により冷却機能が喪失した場合
・外部電源喪失かつ第１非常用ディーゼル発電機の全台故障

準備完了後、直ちに実施する。 － －

現場確認結果及び事故発生直
前での非常用所内電源系統の
保守の状況を確認し、給電可
能な系列を選択する。

－ 自主対策設備

補給水設備による
注水

燃料貯蔵プール水位低警報が発生し、以下の①～⑤のいずれかにより冷却機
能が喪失した場合であって、かつ補給水設備が使用できる場合
①プール水冷却系ポンプの全台故障
②安全冷却水系冷却水循環ポンプの全台故障
③安全冷却水系冷却塔の全台故障
④その他外的要因による静的機器の複数系列損傷及び上記①～③の複数同
時発生

補給水設備の状況確認の結果、
補給水設備が使用可能と判断さ
れた場合に、通常水位である燃
料貯蔵プール底面より11.5mに
対し、-20mmとなった場合、実施
する。
なお、自動注水の場合は燃料貯
蔵プール等の通常水位である燃
料貯蔵プール底面より11.5mに
対し、-20mmで注水が開始され
たことを確認する。

－

自動注水の場合：燃料貯
蔵プール等の通常水位で
ある燃料貯蔵プール底面
より11.5mに対し、+20mm
で注水が停止したことを確
認
手動注水の場合：燃料貯
蔵プール等の通常水位で
ある燃料貯蔵プール底面
より11.5mに到達した場合

現場確認結果及び事故発生直
前での補給水設備の保守の状
況を確認し、注水可能な補給
水設備ポンプを選択する。

－ 自主対策設備

給水処理設備に
よる注水

燃料貯蔵プール水位低警報が発生し、以下のいずれかにより注水機能が喪失
した場合であって、かつ給水処理設備が使用できる場合
①補給水設備ポンプの全台故障
②その他外的要因による静的機器の複数系列損傷

給水処理設備の状況確認の結
果、給水処理設備が使用可能と
判断された場合に、通常水位で
ある燃料貯蔵プール底面より
11.5mに対し、-20mmとなった場
合、実施する。

－

燃料貯蔵プール等の通常
水位である燃料貯蔵プー
ル底面より11.5mに到達し
た場合

現場確認結果及び事故発生直
前での給水処理設備の保守の
状況を確認し、注水可能な純
水ポンプを選択する。

－ 自主対策設備

消火設備による注
水

燃料貯蔵プール水位低警報が発生し、以下のいずれかにより注水機能が喪失
した場合であって、かつ消火設備が使用できる場合
①補給水設備ポンプの全台故障
②その他外的要因による静的機器の複数系列損傷

現場確認結果及び事故発生直
前での消火設備の保守状況の
確認の結果、消火設備が使用可
能と判断された場合に、通常水
位である燃料貯蔵プール底面よ
り11.5mに対し、-20mmとなった
場合、実施する。

－

燃料貯蔵プール等の通常
水位である燃料貯蔵プー
ル底面より11.5mに到達し
た場合

現場確認結果及び事故発生直
前での消火設備の保守の状況
を確認し、注水可能な屋内消
火栓を選択する。

－ 自主対策設備

代替補給水設備
（スプレイ）による
スプレイ

燃料貯蔵プール等への注水を行っても水位低下が継続する場合又は初動対
応による確認の結果、水位低下量が40mm/30分を上回ることを確認した場合

準備完了後、直ちに実施する。 － －
現場確認結果を踏まえてアクセ
ス及び敷設可能なルートを選
択する。

－ －

使
用
済
燃
料
の
損
傷
の
防
止
の
た
め
の
対
応

手順分類 備考手順着手判断
実施の判断基準

停止の判断基準
その他の判断 （系統選択の判断）

60



第1．5－４表 各対策での判断基準

判断基準 計測範囲 判断基準 計測範囲
手順分類 備考手順着手判断

実施の判断基準
停止の判断基準

その他の判断 （系統選択の判断）

使
用
済
燃
料
の
損
傷
の
防
止

の
た
め
の
対
応

資機材による漏え
い緩和

燃料貯蔵プール水位低警報が発生した場合であって、燃料貯蔵プール等への
注水を行っても水位低下が継続する場合、又は、燃料貯蔵プール等近傍へア
クセス可能な場合

準備完了後、直ちに実施する。 － － － － 自主対策設備

使
用
済
燃
料
の
損
傷
の
防
止
の
た
め
の
対
応

監視設備による監
視

以下の設備にて監視できない場合
・燃料貯蔵プール水位
・燃料貯蔵プール温度
・ガンマ線エリアモニタ
・エリア監視用ITV

準備完了後、直ちに実施する。

可搬型水位計（超音波
式）：0.6～16m
可搬型水位計（メジャー）：0
～2m
可搬型燃料貯蔵プール水
位計：0.5～11.5m
可搬型燃料貯蔵プール水
位計（広域）：0.2～11.5m
可搬型水温計：0～150℃
可搬型燃料貯蔵プール温
度計：0～100℃
可搬型代替注水設備流量

計：31.9～572m3/h
可搬型スプレイ設備流量

計：6～107m3/h
可搬型燃料貯蔵プール空
間線量率計：1mSv/h～
1000Sv/h

－
現場確認結果を踏まえてアクセ
ス及び敷設可能なルートを選
択する。

－ －

監視設備の保護 監視設備の配備完了後 準備完了後、直ちに実施する。 － －
現場確認結果を踏まえてアクセ
ス及び敷設可能なルートを選
択する。

－ －
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第 1.5－５表 審査基準における要求事項ごとの給電対象設備 

 

対 象 条 文  供 給 対 象 設 備  
給 電 元  

給 電 母 線  

【 1.5】  

使 用 済 燃 料 貯 蔵 槽 の 冷

却 等 の た め の 手 順 等  

プ ー ル 水 冷 却 系 ポ ン プ  共 通 電 源 車  

6. 9 k V 非 常 用 母 線  

46 0 V 非 常 用 母 線  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 水 循 環 ポ ン

プ  

共 通 電 源 車  

6. 9 k V 非 常 用 母 線  

安 全 冷 却 水 系 冷 却 塔（ フ ァ ン ） 共 通 電 源 車  

6. 9 k V 非 常 用 母 線  

46 0 V 非 常 用 母 線  

補 給 水 設 備 ポ ン プ  

共 通 電 源 車  

6. 9 k V 非 常 用 母 線  

46 0 V 非 常 用 母 線  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び

貯 蔵 施 設 の 制 御 室  監 視 計 器

類  

共 通 電 源 車  

10 5 V 無 停 電 交 流 母 線 （ 非 常 用 所 内

電 源 ）  

10 5 V 計 測 母 線 （ 非 常 用 所 内 電 源 ）  

第 1 非 常 用 直 流 電 源 設 備  

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵

施 設 可 搬 型 発 電 機  

可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計

（ 広 域 ）  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵

施 設 可 搬 型 発 電 機  

可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度 計  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵

施 設 可 搬 型 発 電 機  

可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 状 態 監

視 カ メ ラ  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵

施 設 可 搬 型 発 電 機  

可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 空 間 線

量 率 計  

使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵

施 設 可 搬 型 発 電 機  

可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  

可 搬 型 空 冷 ユ ニ ッ ト  
使 用 済 燃 料 の 受 入 れ 施 設 及 び 貯 蔵

施 設 可 搬 型 発 電 機  
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6.9kV非常用メタクラA 6.9kV非常用メタクラB

非常用ディーゼル
発電機A

非常用ディーゼル
発電機B

6.9kV非常用メタクラE

460V非常用パワーセンタA 460V非常用パワーセンタB460V非常用パワーセンタE

電源車 電源車

460V非常用MCC-A2

105V非常用
UPS-A

105V非常用
UPD-A1

燃料貯蔵プール
水位（A系）

燃料貯蔵プール
温度（A系）

460V非常用MCC-B2

105V非常用
UPS-B

105V非常用
UPD-B1

燃料貯蔵プール
水位（B系）

燃料貯蔵プール
温度（B系）

460V非常用MCC-B1

105V非常用
ACS-B

105V非常用
ACD-B

エリア監視用
ITV

105V常用
UPS-N

105V常用
UPS-N1

燃料受入れ・貯蔵エリア周辺
エリアモニタ

蓄電池

蓄電池

蓄電池

460V非常用MCC-B4

燃料取扱工程監視制御盤１
延長ケーブル

安全冷却水系冷
却水循環ポンプB

安全冷却水系冷
却水循環ポンプA

補給水設備
ポンプB

安全冷却水系
冷却塔Bファン

安全冷却水系
冷却塔Bファン

460V非常用MCC-B3

安全冷却水系
冷却塔Bファン

460V非常用MCC-A1

安全冷却水系
冷却塔Aファン

補給水設備
ポンプA

安全冷却水系
冷却塔Aファン

460V非常用MCC-A3

安全冷却水系
冷却塔Aファン

プール水冷却系
ポンプA

プール水冷却系
ポンプB

第1.5－６図 共通電源車による冷却機能及び注水機能の復旧 単線結線図

：主要な冷却・注水設備

：監視設備
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0:10

0:10

第1.5－７図 共通電源車を用いた冷却機能及び注水機能の復旧 タイムチャート

0:40

4

2
(4)

1:00

1:00

備 考

対処までの時間

経過時間（時間）

要員数

1:00 2:00

対策

使用済燃料
の受入れ施
設及び貯蔵
施設の電源

確保

共通電源車による
使用済燃料の受入
れ施設及び貯蔵施

設への給電

各機器の隔離措置及び電源隔離
(屋内)

共通電源車の起動走行前確認、移動
(屋外)

作業

負荷起動
(屋内)

共通電源車運転状態確認
(屋外)

可搬型電源ケーブルの敷設・接続
(屋内2)(屋外4)

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施
設の非常用母線 復電(屋内)

可搬型燃料供給ホース敷設・接続
(屋内2)(屋外2)

共通電源車の起動
(屋外)

2

2

0:40

(2)

(2)

(2)

(2)

0:30

共通電源車を用いた冷却機能及び注水機能の復旧 ▽2時間40分
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2 a, b

0:10

対策

第1.5－11図 補給水設備による注水 タイムチャート

2
燃料貯蔵

プール等の
水位維持

備 考

経過時間（時間）

要員数作業

補給水設備による注水
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施
設の制御室からのﾊﾞﾙﾌﾞ「開」操作

1:00

▽補給水設備による注水開始 20分

2:00
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0:10

2

要員数 備 考

経過時間（時間）

使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設
の制御室から使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋への移動・着装

第1.5－13図 給水処理設備による注水 タイムチャート

バルブ「開」による注水
注水状態確認

(2)

2

a, b

a, b

燃料貯蔵
プール等の
水位維持

作業

給水処理設備による注水

対策

0:20

1:00

▽給水処理設備による注水開始 40分

2:00

82





対策

0:20

備 考

経過時間（時間）

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施
設の制御室から使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋への移動・着装
2

要員数作業

消火設備による注水

第1.5－15図 消火設備による注水 タイムチャート

消火用ホースの敷設 (2)

バルブ「開」による注水
注水状態確認

(2)

0:20

0:10

2

a, b

a, b

a, b

燃料貯蔵
プール等の
水位維持

1:00

▽消火設備による注水開始 60分

2:00
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第1.5－20図 資機材による漏えい緩和 タイムチャート

資機材の運搬，設置準備 (2)

鋼板及びゴムシート吊下ろしによる
漏えい緩和措置

(2)

2

a, b

a, b

a, b

漏えい緩和
の対応

0:50

対策 備 考

時間経過（時間）

中央制御室から使用済燃料受入れ・
貯蔵建屋への移動・着装

2

要員数作業

資機材による漏えい緩和

0:30

0:20

1:00

▽資機材による漏えい緩和 120分

2:00

90























審査基準，基準規則と対処設備との対応表（1／4） 
技術的能力審査基準（1.5） 番号 事業指定基準規則（第 38 条） 技術基準規則(第 32 条) 番号

【本文】 

１ 再処理事業者において、使用済燃料

貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失

し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の

漏えいその他の要因により当該使用済

燃料貯蔵槽の水位が低下した場合にお

いて使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料

を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界

を防止するために必要な手順等が適切

に整備されているか、又は整備される

方針が適切に示されていること。 

２ 再処理事業者において、使用済燃料

貯蔵槽からの大量の水の漏えいその他

の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の

水位が異常に低下した場合において使

用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料の著し

い損傷の進行を緩和し、及び臨界を防

止するために必要な手順等が適切に整

備されているか、又は整備される方針

が適切に示されていること。 

① 

【本文】 

１ 再処理施設には、使用済燃料貯蔵槽

の冷却機能又は注水機能が喪失し、又

は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏え

いその他の要因により当該使用済燃

料貯蔵槽の水位が低下した場合にお

いて使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃

料を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨

界を防止するために必要な設備を設

けなければならない。 

２ 再処理施設には、使用済燃料貯蔵槽

からの大量の水の漏えいその他の要

因により当該使用済燃料貯蔵槽の水

位が異常に低下した場合において使

用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料の著

しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を

防止するために必要な設備を設けな

ければならない。 

【本文】 

１ 再処理施設には、使用済燃料貯蔵槽

の冷却機能又は注水機能が喪失し、又

は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏え

いその他の要因により当該使用済燃

料貯蔵槽の水位が低下した場合にお

いて使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃

料を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨

界を防止するために必要な設備を施

設しなければならない。 

２ 再処理施設には、使用済燃料貯蔵槽

からの大量の水の漏えいその他の要

因により当該使用済燃料貯蔵槽の水

位が異常に低下した場合において使

用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料の著

しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を

防止するために必要な設備を施設し

なければならない。 

⑦

【解釈】 

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵

槽の冷却機能又は注水機能が喪失し、

又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏え

いその他の要因により当該使用済燃料

貯蔵槽の水位が低下した場合」とは、

再処理施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則の解釈（平成２５年１

１月２７日原管研発第 1311275 号原子

力規制委員会決定）第２８条第１項第

３号⑤ a)及び b)で定義する想定事故

１及び想定事故２において想定する使

用済燃料貯蔵槽の水位の低下をいう。 

－ 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵

槽からの水の漏えい」とは、本規程第

２８条に示す想定事故２において想

定する貯蔵槽からの水の漏えいのこ

とである。第２項に規定する「使用済

燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えい」

とは、想定事故２において想定する貯

蔵槽からの水の漏えいを超える漏え

いをいう。 

－ －

２ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵

槽内の使用済燃料を冷却し、放射線を

遮蔽し、及び臨界を防止するために必

要な手順等」とは、以下に掲げる措置

又はこれと同等以上の効果を有する措

置を行うための手順等をいう。 

 ａ）想定事故１及び想定事故２が発生

した場合において、代替注水設備に

より、使用済燃料貯蔵槽内の使用済

燃料を冷却し、放射線を遮蔽し、及

び臨界を防止するために必要な手順

等を整備すること。 

② 

２ 第１項の設備とは、以下に掲げる措

置又はこれと同等以上の効果を有す

る措置を講じた設備等をいう。 

 一 代替注水設備として、可搬型代替

注水設備（注水ライン、ポンプ車等）

を配備すること。代替注水設備は、

設計基準対応の冷却、注水設備が機

能喪失し及び小規模な漏えいがあ

った場合でも、貯蔵槽の水位を維持

できるものであること。 

－ ⑧

３ 第２項に規定する使用済燃料貯蔵槽

内の「使用済燃料の著しい損傷の進行

を緩和し、及び臨界を防止するために

必要な手順等」とは、以下に掲げる措

置又はこれらと同等以上の効果を有す

る措置を行うための手順等をいう。 

 ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位が維持で

きない場合において、スプレイ設備

により、燃料損傷を緩和し、臨界を

防止するために必要な手順等を整備

すること。 

③ 

３ 第２項の設備とは、以下に掲げる措

置又はこれらと同等以上の効果を有

する措置を講じた設備等をいう。 

 一 スプレイ設備として、可搬型スプ

レイ設備（スプレイヘッダ、スプレ

イライン、ポンプ車等）を配備する

こと。 

－ ⑨

 二 スプレイ設備は、代替注水設備に

よって使用済燃料貯蔵槽の水位が

維持できない場合でも、燃料損傷を

緩和できるものであること。 － ⑩

 ｂ）燃料損傷時に、できる限り環境へ

の放射性物質の放出を低減するため

の手順等を整備すること。 ④ 

 三 燃料損傷時に、放射性物質又は放

射線の敷地外への著しい放出によ

る影響を緩和するための設備等を

整備すること。 

－ ⑪

４ 第１項及び第２項の手順等として、

使用済燃料貯蔵槽の監視は、以下によ

ること。 

 ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及

び上部の空間線量率について、燃料

貯蔵設備に係る重大事故等により変

動する可能性のある範囲にわたり測

定できること。 

 

 

⑤ 

４ 第１項及び第２項の設備等として、

使用済燃料貯蔵槽の監視は、以下に掲

げるものをいう。 

 一 使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及

び貯蔵槽上部の空間線量率につい

て、重大事故等により変動する可能

性のある範囲にわたり測定可能で

あること。 

－ ⑫

 ｂ）使用済燃料貯蔵槽の計測設備が、

交流又は直流電源が必要な場合に

は、代替電源設備からの給電を可能

とすること。 ⑥ 

 二 使用済燃料貯蔵槽の状態をカメ

ラにより監視できること。 － ⑬

５ 上記の措置には、対策を実施するた

めに必要となる電源、補給水、施設の

状態を監視するための設備の整備を

含む。 

－ ⑭
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（2／4） 
重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求事項に適合するための手段 
自主対策設備 

手段 機器名称 
既設 

新設 

解釈 

対応番号
備考 手段 機器名称 

代
替
補
給
水
設
備
（
注
水
）
に
よ
る
注
水 

代替補給水設備（注水）の貯水槽 新設 

① 

② 

⑦ 

⑧ 

－ 
補
給
水
設
備
に

よ
る
注
水 

補給水設備の補給水槽 

代替補給水設備（注水）の可搬型建屋内ホー

ス【流路】 

新設 

（可搬）
－ 補給水設備の補給水設備ポンプ 

代替補給水設備（注水）の可搬型中型移送ポ

ンプ 

新設 

（可搬）
－ 補給水設備の配管・弁【流路】 

代替補給水設備（注水）の可搬型建屋外ホー

ス【流路】 

新設 

（可搬）
－ 

給
水
処
理
設
備
に
よ
る

注
水 

給水処理設備の純水貯槽 

代替補給水設備（注水）の中型移送ポンプ運

搬車 

新設 

（可搬）
－ 給水処理設備の純水ポンプ 

代替補給水設備（注水）のホース展張車 
新設 

（可搬）
－ 給水処理設備の配管・弁【流路】 

代替補給水設備（注水）の運搬車 
新設 

（可搬）
－ 使用済燃料取出し準備設備の配管・弁【流路】

代替補給水設備（注水）の軽油貯蔵タンク 新設 － 
消
火
設
備
に
よ

る
注
水 

消火設備の屋内消火栓 

代替補給水設備（注水）の軽油用タンクロー

リ 

新設 

（可搬）
－ 消火設備の消防用ホース【流路】 

－ － － － － 

共
通
電
源
車
を
用
い
た
冷
却
機
能
及
び

注
水
機
能
の
回
復 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常

用母線 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 460Ｖ非常用

母線 

共通電源車 

可搬型電源ケーブル 

可搬型燃料供給ホース 

第１非常用ディーゼル発電機の重油タンク 

漏
え
い
抑
制

サイフォン ブレーカ 新設 
① 

⑦ 
－ － － 

 

代替補給水設備（スプレイ）の貯水槽 新設 

① 

③ 

④ 

⑦ 

⑨ 

⑩ 

－ 
－ 

－ 

代替補給水設備（スプレイ）の大型移送ポン

プ車 

新設 

（可搬）
－ 

代替補給水設備（スプレイ）の可搬型建屋外

ホース【流路】 

新設 

（可搬）
－ 

代替補給水設備（スプレイ）の可搬型建屋内

ホース【流路】 

新設 

（可搬）
－ 

代替補給水設備（スプレイ）の可搬型スプレ

イ ヘッダ 

新設 

（可搬）
－ 

代替補給水設備（スプレイ）のホース展張車 
新設 

（可搬）
－ 

代替補給水設備（スプレイ）の運搬車 
新設 

（可搬）
－ 

代替補給水設備（スプレイ）の軽油貯蔵タン

ク 
新設 － 

代替補給水設備（スプレイ）の軽油用タンク

ローリ 

新設 

（可搬）
－ 

－ － － － － 

資

機

材

に

よ

る

漏

え
い
緩
和 

その他設備（資機材）のステンレス鋼板 

その他設備（資機材）のシール材 

その他設備（資機材）の吊り降ろしロープ 

監

視

設

備

へ
の
給
電 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬

型発電機 

新設 

（可搬）

⑥ 

⑭ 
－ － － 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（3／4） 
重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求事項に適合するための手段 
自主対策設備 

手段 機器名称 
既設 

新設 

解釈 

対応番号
備考 手段 機器名称 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
監
視
に
必
要
な
設
備 

可搬型水位計（超音波式） 
新設 

（可搬）

① 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

－ 

－ － 

可搬型水位計（メジャー） 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型水温計 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型燃料貯蔵プール水位計 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型燃料貯蔵プール温度計 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域） 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型空冷ユニット 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型空冷ユニット用空気圧縮機 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型代替注水設備流量計 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型スプレイ設備流量計 
新設 

（可搬）
－ 

ガンマ線用サーベイ メータ 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率 
新設 

（可搬）
－ 

運搬車 
新設 

（可搬）
－ 

ホイルローダ 
新設 

（可搬）
－ 

監
視
設
備
の
保
護
に
使
用
す
る
設
備 

可搬型空冷ユニット 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型空冷ユニット用ホース 
新設 

（可搬）
－ 

可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷

却ケース 

新設 

（可搬）
－ 

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却

ケース 

新設 

（可搬）
－ 

可搬型空冷ユニット用空気圧縮機 
新設 

（可搬）
－ 

運搬車 
新設 

（可搬）
－ 

ホイルローダ 
新設 

（可搬）
－ 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表（4／4） 
技術的能力審査基準（１．５） 適合方針 

【本文】 

１ 再処理事業者において、使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が

喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当

該使用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合において使用済燃料貯蔵槽

内の使用済燃料を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するために

必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に

示されていること。 

燃料貯蔵プール等の冷却機能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯

蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該燃料貯蔵プール等の水位

が低下した場合において燃料貯蔵プール等内の使用済燃料を冷却し、放射

線を遮蔽し、及び臨界を防止するための手段として，代替補給水設備を用

いた燃料貯蔵プール等への注水により，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料

を冷却するために必要な手順等を整備する。 

２ 再処理事業者において、使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えいそ

の他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下した場合

において使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和

し、及び臨界を防止するために必要な手順等が適切に整備されている

か、又は整備される方針が適切に示されていること。 

燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えいその他の要因により当該使用

済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下した場合において燃料貯蔵プール等内

の使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止するための手

段として，スプレイ設備を用いた燃料貯蔵プール等へのスプレイにより，

燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和するために

必要な手順等を整備する。 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失

し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使

用済燃料貯蔵槽の水位が低下した場合」とは、再処理施設の位置、構造

及び設備の基準に関する規則の解釈（平成２５年１１月２７日原管研発

第 1311275 号原子力規制委員会決定）第２８条第１項第３号⑤ a)及び 

b)で定義する想定事故１及び想定事故２において想定する使用済燃料

貯蔵槽の水位の低下をいう。 

－ 

２ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料を冷却し、放射

線を遮蔽し、及び臨界を防止するために必要な手順等」とは、以下に掲

げる措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等

をいう。 

－ 

 ａ）想定事故１及び想定事故２が発生した場合において、代替注水設備

により、使用済燃料貯蔵槽内の使用済燃料を冷却し、放射線を遮蔽し、

及び臨界を防止するために必要な手順等を整備すること。 

 想定事故１及び想定事故２が発生した場合において燃料貯蔵プール等

内の使用済燃料を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するための手

段として代替補給水設備を用いた燃料貯蔵プール等への注水により，燃料

貯蔵プール等内の使用済燃料を冷却するために必要な手順等を整備する。

３ 第２項に規定する使用済燃料貯蔵槽内の「使用済燃料の著しい損傷の

進行を緩和し、及び臨界を防止するために必要な手順等」とは、以下に

掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手

順等をいう。 

－ 

 ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位が維持できない場合において、スプレイ設

備により、燃料損傷を緩和し、臨界を防止するために必要な手順等を整

備すること。 

燃料貯蔵プール等の水位が維持できない場合において、スプレイ設備に

より、燃料損傷を緩和し、臨界を防止するための手段として，スプレイ設

備を用いた燃料貯蔵プール等へのスプレイにより，燃料貯蔵プール等内の

使用済燃料の著しい損傷の進行を緩和するために必要な手順等を整備す

る。 

 ｂ）燃料損傷時に、できる限り環境への放射性物質の放出を低減するた

めの手順等を整備すること。 

燃料損傷時に、できる限り環境への放射性物質の放出を低減するため手

段として，スプレイ設備を用いた燃料貯蔵プール等へのスプレイにより，

放射性物質の放出を低減するために必要な手順等を整備する。 

４ 第１項及び第２項の手順等として、使用済燃料貯蔵槽の監視は、以下

によること。 
－ 

 ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及び上部の空間線量率について、燃

料貯蔵設備に係る重大事故等により変動する可能性のある範囲にわた

り測定できること。 

燃料貯蔵プール等の水位、水温及び上部の空間線量率について、燃料貯

蔵設備に係る重大事故等により変動する可能性のある範囲にわたり測定

するための手段として，可搬型水位計（超音波式），可搬型水位計（メジ

ャー），ガンマ線用サーベイ メータ，可搬型水温計，可搬型燃料貯蔵プー

ル水位計，可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬型燃料貯蔵プール水位計（広

域），可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計及び可搬型燃料貯蔵プール状態

監視カメラ（可搬型空冷ユニット，可搬型空冷ユニット用ホース，可搬型

燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷却ケース，可搬型燃料貯蔵プール空間

線量率計用冷却ケース及び可搬型空冷ユニット用空気圧縮機による可搬

型燃料貯蔵プール空間線量率計及び可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメ

ラの保護を含む）により，燃料貯蔵プール等の水位，水温及び上部の空間

線量率を監視するために必要な手順等を整備する。 

 ｂ）使用済燃料貯蔵槽の計測設備が、交流又は直流電源が必要な場合に

は、代替電源設備からの給電を可能とすること。 

交流又は直流電源が喪失した場合において，可搬型燃料貯蔵プール水位

計，可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域），

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメ

ラ及び可搬型空冷ユニット可搬型空冷ユニットへ使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設可搬型発電機により給電する手順等を整備する。 
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添付資料1.5.2

機器名称 常設／可搬 耐震性 容量 揚程 個数

補給水設備 補給水ポンプA、B 常設 Sクラス 約 50m
3
／h／基 － ２基

給水処理設備 純水ポンプA、B 常設 － 約 50m
3
／h／基 － ２基

消火設備 ディーゼル駆動消火ポン
プ

常設 － 約450m
3
/h/基 － １基

共通電源車 可搬 － 2000KVA － ３台

自主対策設備仕様
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重大事故対策の成立性  

 

１．燃料貯蔵プール等の冷却機能若しくは注水機能喪失時，又は燃料

貯蔵プール等の小規模漏えい発生時の対応手段 

 ａ．燃料貯蔵プール等への注水 

 (ａ)所要時間 

作業内容 想定作業

時間 

実績等※ 備考 

屋外アクセスルートの確認・整

備 

75 分 約 75 分 アクセスルートの整備については、2km/h で整備しながら移

動することを想定 

可搬型建屋外ホースの運搬・敷

設・状態確認 

300 分 約 300 分 150A ホースについて 10 分／200m での運搬・敷設と想定 

 

可搬型中型移送ポンプの設置 70 分 約 70 分 ポンプについて 30 分／台での設置と想定 

設備運搬（建屋内ホース等） 160 分 約 160 分 運搬物量と移動距離を考慮し合計 160 分を想定 

設備運搬（監視設備等） 180 分 約 180 分 運搬物量と移動距離を考慮し合計 180 分を想定 

ホース敷設，建屋内外ホース接

続 

30 分 約 13 分 訓練実績 13 分 

注水開始，流量確認 10 分 約 10 分 注水開始から流量確認までの一連の作業を約 10 分と想定 

※対策作業のみに必要となる時間であり，作業場所への移動時間及び要員の装備の装着の着装時間を含まない。 

 

 (ｂ)操作の成立性 

作業環境：全交流動力電源の喪失に伴う建屋内の照明消灯時に

おいても，ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを

携行している。また，操作は初動対応にて確認した

作業環境に応じて適切な防護具（酸素呼吸器，タイ

ベックスーツ，個人線量計等）を着用又は携行して

作業を行う。 

移動経路：ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを携行してお

り近接可能である。また，作業前に実施する初動対

応において，アクセスルートにおける火災，溢水，

薬品漏えい及び線量上昇の有無等の対処の阻害要因

を把握し，その状況に応じて，適切なアクセスルー

トの選定，対処の阻害要因の除去を行うため，アク

セスルートに支障はない。 

    操作性 ：可搬型建屋内ホース等の接続は，差込接続であり容

易に操作可能である。 

添付資料 1.5.3
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    連絡手段：操作を行う建屋から所内携帯電話又は可搬型衛星電

話（屋外用）のうち使用可能な設備により，建屋外

との連絡が可能である。 

 

 ｂ．共通電源車を用いた冷却機能等の回復 

(ａ)所要時間 

作業内容 想定作業

時間 

実績等※ 備考 

各機器の隔離措置及び電源隔離 40 分 約 39 分 訓練実績 39 分 

共通電源車の起動走行前確認，

移動 

30 分 約 19 分 訓練実績 19 分 

可搬型電源ケーブルの敷設・接

続 

60 分 約 60 分 訓練実績 60 分 

可搬型燃料供給ホース敷設・接

続 

60 分 約 60 分 訓練実績 60 分 

共通電源車の起動 10 分 約 5 分 訓練実績 5 分 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の非常用母線 復電 

10 分 約 6 分 訓練実績 6 分 

負荷起動 40 分 約 22 分 訓練実績 22 分 

※対策作業のみに必要となる時間であり，作業場所への移動時間及び要員の装備の装着の着装時間を含まない。 

 

(ｂ)操作の成立性 

作業環境：全交流動力電源の喪失に伴う建屋内の照明消灯時に

おいても，ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを

携行している。 

移動経路：ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを携行してお

り近接可能である。また，作業前に実施する初動対

応において，アクセスルートにおける火災，溢水，

薬品漏えい及び線量上昇の有無等の対処の阻害要因

を把握し，その状況に応じて，適切なアクセスルー 

トの選定，対処の阻害要因の除去を行うため，アク

セスルートに支障はない。 

    操作性 ：可搬型電源ケーブルの接続は，コネクタ接続であり

容易に操作可能である。 

    連絡手段：操作を行う建屋外から所内携帯電話により，建屋内

との連絡が可能である。 
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 ｃ．補給水設備による注水 

(ａ)所要時間 

作業内容 想定作業

時間 

実績等※ 備考 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室からのﾊﾞﾙ ﾌ ﾞ

「開」操作 

20 分 約 3 分 運転実績 3 分  

※対策作業のみに必要となる時間であり，作業場所への移動時間及び要員の装備の装着の着装時間を含まない。 

 

(ｂ)操作の成立性 

作業環境：建屋内照明は点灯した状態，且つ通常の作業服で

作業を行う。 

移動経路：使用済燃料の受入れ施設および貯蔵施設の制御室

からの遠隔手動による操作であり，アクセスルー

トに支障はない。 

操作性 ：安全系監視制御盤における通常のスイッチ操作で

あり，容易に操作可能である。 

連絡手段：操作を行う建屋内から所内携帯電話により，制御

室との連絡が可能である。 

 

 ｄ．給水処理設備による注水  

(ａ)所要時間 

作業内容 想定作業

時間 

実績等※ 備考 

ﾊﾞﾙﾌﾞ「開」による注水 

注水状態確認 

10 分 約 5 分 運転実績 5 分 

※対策作業のみに必要となる時間であり，作業場所への移動時間及び要員の装備の装着の着装時間を含まない。 

 

(ｂ)操作の成立性 

作業環境：建屋内照明は点灯した状態，且つ通常の管理服で

作業を行う。 

移動経路：建屋内照明は点灯した状態，且つ阻害要因がない

ことからアクセスルートに支障はない。 

操作性 ：通常の現場手動弁操作であり容易に操作可能であ

る。 

連絡手段：操作を行う建屋内から所内携帯電話により，制御

室との連絡が可能である。 
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 ｅ．消火設備による注水  

(ａ)所要時間 

作業内容 想定作業

時間 

実績等※ 備考 

消火用ホースの敷設 20 分 約 10 分 訓練実績 10 分 

ﾊﾞﾙﾌﾞ「開」による注水 

注水状態確認 

10 分 約 3 分 訓練実績 3 分 

※対策作業のみに必要となる時間であり，作業場所への移動時間及び要員の装備の装着の着装時間を含まない。 

 

(ｂ)操作の成立性 

作業環境：建屋内照明は点灯した状態，且つ通常の管理服で

作業を行う。 

移動経路：建屋内照明は点灯した状態，且つ阻害要因がない

ことからアクセスルートに支障はない。 

操作性 ：通常の現場手動弁操作であり容易に操作可能であ

る。 

連絡手段：操作を行う建屋内から所内携帯電話により，制御

室との連絡が可能である。 
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２．燃料貯蔵プール等からの大量の水の漏えい発生時の対応手段 

 ａ．代替補給水設備（スプレイ）によるスプレイ 

(ａ)所要時間 

作業内容 想定作業

時間 

実績等※ 備考 

運搬車，運搬車で運搬する可搬

型建屋外ホース，大型移送ポン

プ車及びホースコンテナの状態

確認 

80 分 約 80 分 80 分/1 班で算出 

運搬車で運搬する可搬型建屋外

ホースの運搬及び敷設 

390 分 約 390 分 運搬車による運搬敷設と人手による運搬敷設の合計 

大型移送ポンプ車の移動及び設

置 

30 分 約 30 分 30 分/1 班で算出 

大型移送ポンプ車の運転準備 60 分 約 60 分 60 分/1 班で算出、1 班で対応し合計 60 分を想定 

可搬型建屋外ホースの運搬準備

及び運搬 

240 分 約 240 分 ホース展張車 70 分／500m で算出 

可搬型建屋外ホースの敷設 210 分 約 210 分 ホース展張車 70 分／500m で算出 

可搬型建屋外ホースの敷設（ホ

ース展張者進入不可部分を人手

による運搬敷設 

60 分 約 60 分 60 分／1 班で算出 

大型移送ポンプ車の起動及びホ

ースの状態確認 

30 分 約 30 分 30 分/1 班で算出 

大型移送ポンプ車による水の供

給及び状態監視 

－ － 2 名で継続監視 

可搬型建屋内ホース運搬 240 分 約 240 分 240 分/1 班で算出 

・可搬型建屋内ホース敷設 

・可搬型スプレイ ヘッダ設置 

・ホース接続 

200 分 約 130 分 ﾎｰｽ・ｽﾌﾟﾚｲﾍｯﾀﾞ設置訓練実績（ﾌﾟｰﾙ 3 箇所）：70 分 

ﾋﾟｯﾄ 3 箇所分については 20 分/箇所とし 60 分と想定 

可搬型建屋外ホースとの接続 30 分 約 6 分 訓練実績：6 分 

スプレイ状態確認 10 分 約 10 分 ｽﾌﾟﾚｲ開始から状態確認までを 10 分と想定 

※対策作業のみに必要となる時間であり，作業場所への移動時間及び要員の装備の装着の着装時間を含まない。 

 

 (ｂ)操作の成立性 

作業環境：全交流動力電源の喪失に伴う建屋内の照明消灯時に

おいても，ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを

携行している。また，操作は初動対応にて確認した

作業環境に応じて適切な防護具（酸素呼吸器，タイ

ベックスーツ，個人線量計等）を着用又は携行して
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作業を行う。 

移動経路：ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを携行してお

り近接可能である。また，作業前に実施する初動対

応において，アクセスルートにおける火災，溢水，

薬品漏えい及び線量上昇の有無等の対処の阻害要因

を把握し，その状況に応じて，適切なアクセスルー

トの選定，対処の阻害要因の除去を行うため，アク

セスルートに支障はない。 

    操作性 ：可搬型建屋内ホース，可搬型スプレイ ヘッダ等の

接続は，カプラ又はフランジ接続であり容易に操作

可能である。 

連絡手段：操作を行う建屋外から可搬型衛星電話（屋外用）に

より，他建屋外との連絡が可能である。 

 

ｂ．漏えい緩和 

(ａ)所要時間 

作業内容 想定作業

時間 

実績等※ 備考 

資機材の運搬、設置準備 20 分 約 10 分 20 分/1 班で算出、1 班で対応し合計 20 分を想定 

鋼板及びゴムシート吊下ろしに

よる漏えい緩和措置 

50 分 約 50 分 50 分/1 班で算出、1 班で対応し合計 50 分を想定 

※対策作業のみに必要となる時間であり，作業場所への移動時間及び要員の装備の装着の着装時間を含まない。 

 

 (ｂ)操作の成立性 

作業環境：全交流動力電源の喪失に伴う建屋内の照明消灯時に

おいても，ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを

携行している。また，操作は初動対応にて確認した

作業環境に応じて適切な防護具（酸素呼吸器，タイ

ベックスーツ，個人線量計等）を着用又は携行して

作業を行う。 

移動経路：ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを携行してお

り近接可能である。また，作業前に実施する初動対

応において，アクセスルートにおける火災，溢水，

薬品漏えい及び線量上昇の有無等の対処の阻害要因

を把握し，その状況に応じて，適切なアクセスルー

トの選定，対処の阻害要因の除去を行うため，アク

セスルートに支障はない。 
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    操作性 ：鉄板，吊り降ろしロープ等は，接続不要であり容易

に吊り降ろし可能である。 

連絡手段：操作を行う建屋外から，衛星携帯電話（屋外）によ

り他建屋外との連絡が可能である。 

 

３．燃料貯蔵プール等の監視のための対応手段 

 ａ．燃料貯蔵プール等の状況監視 

(ａ)所要時間 

作業内容 想定作業

時間 

実績等※ 備考 

監視設備配置 ケーブル敷設・

接続 

180 分 約 140 分 監視設備配置、ケーブル敷設・接続訓練実績 120 分 

屋外のケーブル接続は 20 分と想定 

可搬型発電機起動 10 分 約 10 分 可搬型発電機の起動は 10 分と想定 

※対策作業のみに必要となる時間であり，作業場所への移動時間及び要員の装備の装着の着装時間を含まない。 

 

 (ｂ)操作の成立性 

作業環境：全交流動力電源の喪失に伴う建屋内の照明消灯時に

おいても，ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを

携行している。また，操作は初動対応にて確認した

作業環境に応じて適切な防護具（酸素呼吸器，タイ

ベックスーツ，個人線量計等）を着用又は携行して

作業を行う。 

移動経路：ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを携行してお

り近接可能である。また，作業前に実施する初動対

応において，アクセスルートにおける火災，溢水，

薬品漏えい及び線量上昇の有無等の対処の阻害要因

を把握し，その状況に応じて，適切なアクセスルー

トの選定，対処の阻害要因の除去を行うため，アク

セスルートに支障はない。 

    操作性 ：可搬型監視設備の接続はカプラ又はコネクタ接続で

あり容易に操作可能である。 

連絡手段：操作を行う建屋内から衛星携帯電話（屋外）により，

建屋外との連絡が可能である。 

 

ｂ．監視設備の保護に使用する設備 

(ａ)所要時間 
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作業内容 想定作業

時間 

実績等※ 備考 

可搬型空冷ユニット設置 可搬

型空冷ユニット要ホース敷設 

190 分 約 190 分 90 分/1 班で算出、2 班で対応し合計 190 分を想定 

可搬型空冷ユニット起動 10 分 約 10 分 10 分/1 班で算出、2 班で対応し合計 10 分を想定 

現場状態監視 － － 90 分/1 班で算出、2 班で交互に実施 

※対策作業のみに必要となる時間であり，作業場所への移動時間及び要員の装備の装着の着装時間を含まない。 

 

 (ｂ)操作の成立性 

作業環境：全交流動力電源の喪失に伴う建屋内の照明消灯時に

おいても，ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを

携行している。また，操作は初動対応にて確認した

作業環境に応じて適切な防護具（酸素呼吸器，タイ

ベックスーツ，個人線量計等）を着用又は携行して

作業を行う。 

移動経路：ＬＥＤハンドライト及びヘッドライトを携行してお

り近接可能である。また，作業前に実施する初動対

応において，アクセスルートにおける火災，溢水，

薬品漏えい及び線量上昇の有無等の対処の阻害要因

を把握し，その状況に応じて，適切なアクセスルー

トの選定，対処の阻害要因の除去を行うため，アク

セスルートに支障はない。 

    操作性 ：可搬型監視設備の接続はカプラ又はコネクタ接続で

あり容易に操作可能である。 

連絡手段：操作を行う建屋外から衛星携帯電話（屋外）により，

建屋外との連絡が可能である。 

以上 
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冷却機能等の喪失による燃料損傷への対処で 

必要となる屋外の水供給の全体系統図 

 

 

１．はじめに 

 本書では、冷却機能等の喪失による燃料損傷への対処では、貯水槽から対

処に必要となる水を取水し、重大事故を想定する建屋に水を供給する構成と

している。本書では、貯水槽からの各建屋へ水を供給する全体の系統を明確

化する。 

 

２．全体系統 

 貯水槽から燃料貯蔵プール等へ水を供給する全体の系統を第１図及び第２

図に示す。 

  

 

  

添付 1.5.4 
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第１図 可搬型建屋外ホースの全体系統概要図

（貯水槽から燃料貯蔵プール等への注水）

第２図 可搬型建屋外ホースの全体系統概要図

（貯水槽から燃料貯蔵プール等へのスプレイ）
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再処理施設 補足説明資料リスト

資料№ 名称

補足説明資料1.5-1 スプレイ設備配備の妥当性について

技術的能力（１．５ 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等）

再処理施設 補足説明資料
備考

(1/1) 116



補足説明資料1.5－1 
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補 11－3－1 

スプレイ設備配備の妥当性について

１．概要 

 燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいその他の要因により燃料貯

蔵プール等の水位が異常に低下した場合（以下「想定事故２を超える事故」

という。）において，燃料貯蔵プール等内の使用済燃料の著しい損傷の進行

を緩和し，放射性物質の大気中への著しい放出による影響を緩和し，及び

臨界を防止するための設備として，スプレイ設備を設ける。 

 燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えい時に使用する，可搬型重大

事故等対処設備のスプレイ設備の配備時間の妥当性を以下に示す。 

２．スプレイ設備配備に係るタイムチャート 

スプレイ設備配備のタイムチャートについて，図１に示す。

 燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいは起因を特定せずに発生す

ることを想定しているが，スプレイ設備配備に係るにタイムチャートにつ

いては，最も作業時間が長くなるものとして地震を起因とした場合のタイ

ムチャートを示す。地震が起因となった場合，最も作業時間が長くなる理

由は以下のとおりである。 

・スプレイ設備の保管場所である外部保管エリアから，対処建屋である

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋までの屋外アクセスルートの損傷を想定

しており，屋外アクセスルートの整備時間を考慮しているため。

・地震による全交流電源喪失により，対処建屋である使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋の換気系統の停止，また照明が未点灯の状態となり，厳しい

作業環境の下での作業を想定しているため。 
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補 11－3－2 

以上を考慮した結果，図１のとおり事象発生から燃料貯蔵プール等への

スプレイ設備によるスプレイ可能となる時間は，事象発生から 11 時間 10

分後となる。 

３．スプレイ設備配備の妥当性 

 燃料貯蔵プール等からの大規模な水の漏えいは，起因を特定せずに発生

することを想定していることから，漏えい量を特定することは困難である

が，米国 NEI-06-12（B.5.b ガイド）に示される燃料貯蔵プール等からの水

の漏えい率が過剰と判断する漏えい量 500gpm（約 114m3/h）を拠り所に，

可搬型重大事故等対処設備のスプレイ設備の配備時間の妥当性を評価した。 

 評価では，燃料貯蔵プール等から 500gpm（約 114m3/h）の水の漏えいが

発生したことを仮定し，燃料貯蔵プール等の周辺の作業場所の遮蔽設計区

分の基準線量である 50μSv/h を確保できる水位まで低下する時間を求め，

その時間内に可搬型重大事故等対処設備のスプレイ設備の配備が完了でき

るかを確認する。 

評価の結果，50μSv/h に到達する時間である約 71 時間に対し，スプレ

イ設備の配備時間は 11 時間 10 分で完了できることから，スプレイ設備の

配備時間は妥当と考えられる。 
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